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はじめに 

 

本報告書は，行政機関が行う政策の評価に関する法律（平成１３年法律第８６号）

第６条第１項の規定により作成した法務省政策評価に関する基本計画（平成３１年

３月２９日決定）に基づき，本年度実施した事前評価の結果を取りまとめたもので

ある。 

なお，本報告書の作成に当たっては，政策評価懇談会委員の意見等を参考とした。 
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政 策 体 系

基本政策

政策

施策

Ⅰ 基本法制の維持及び整備

１ 基本法制の維持及び整備（事前規制型社会から事後チェック・救済型社会への転換，社会経済構

造の変革に対応した基本法制の維持及び整備を行う。）

(1) 社会経済情勢に対応した基本法制の整備（情報化・国際化等の取引社会の変化に対応した民

事基本法制の整備及び社会経済情勢により変化する犯罪状況に的確に対応することができる

刑事基本法制の整備により，国民が豊かな創造性とエネルギーを発揮する社会の実現と，我が

国の経済の活力の維持・向上に資するとともに，「事後チェック・救済型社会」の基盤を形成

し，社会の安定に資するものとする。）

２ 司法制度改革の成果の定着に向けた取組（社会の複雑・多様化，国際化等がより一層進展する中

で，事前規制型社会から明確なルールと自己責任原則に貫かれた事後チェック・救済型社会への転

換を図り，自由かつ公正な社会を実現していくために，司法制度改革の成果の定着を図り，司法の

機能を充実強化する。）

(1) 総合法律支援の充実強化（裁判その他の法による紛争の解決のための制度の利用をより容易

にするとともに，弁護士及び弁護士法人並びに司法書士その他の隣接法律専門職者のサービス

をより身近に受けられるようにするための総合的な支援の実施及び体制整備の充実強化を図

る。）

(2) 法曹養成制度の充実（高度の専門的な法律知識，幅広い教養，豊かな人間性及び職業倫理を

備えた多数の法曹の養成及び確保その他の司法制度を支える体制を充実強化する。）

(3) 裁判外紛争解決手続の拡充・活性化（国民の権利の適切な実現に資するため，紛争の当事者

がその解決を図るのにふさわしい手続を容易に選択できるよう，裁判外の紛争解決手続につい

て，その拡充及び活性化を図る。）

(4) 法教育の推進（国民一人ひとりが，法や司法の役割を十分に認識し，法やルールにのっとっ

た紛争の適正な解決を図る力を身に付けるとともに，司法の国民的基盤の確立を図るため，法

教育を推進する。）

(5) 国際仲裁の活性化に向けた基盤整備（国際取引をめぐる紛争解決のグローバル・スタンダー

ドである国際仲裁の活性化に向けて，人材育成，広報・意識啓発等の基盤整備を推進する。）

３ 法務に関する調査研究（内外の社会経済情勢を的確に把握し，時代の要請に適応した基本法制の

整備・運用等に資するよう，法務に関する総合的・実証的な調査研究を行う。）
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(1) 社会経済情勢を踏まえた法務に関する調査研究の計画的実施と提言（内外の社会経済情勢を

踏まえた研究題目の選定，国内外の情勢の調査研究の計画的実施と必要な刑事政策上の提言を

行う。）

Ⅱ 法秩序の確立による安全・安心な社会の維持（犯罪被害者等のための施策を含む。）

４ 再犯の防止等の推進（再犯の防止等の推進に関する法律及び再犯防止推進計画に基づく施策の推

進を図る。）

(1) 国と地方公共団体が連携した取組の実施（国及び地方公共団体が連携した地域における効果

的な再犯防止対策の在り方について調査するとともに，その成果に基づく取組の展開を図る。）

５ 検察権の適正迅速な行使（国家刑罰権の適正かつ迅速な実現により，社会の平和を保持し，個人

及び公共の福祉を図る。）

(1) 適正迅速な検察権の行使（刑事事件について捜査及び起訴・不起訴の処分を行い，裁判所に

法の正当な適用を請求し，裁判の執行を指揮監督するなどの権限を適正迅速に行使する。）

(2) 検察権行使を支える事務の適正な運営（検察活動が社会情勢の推移に即応して有効適切に行

われるようにするため，検察運営の全般にわたって改善を加え，検察機能のより一層の強化を

図る。）

６ 矯正処遇の適正な実施（被収容者の改善更生及び円滑な社会復帰を図るため，適正な矯正処遇を

実施する。）

(1) 矯正施設の適正な保安警備及び処遇体制の整備（矯正施設の適正な管理運営を維持するた

め，各種警備用機器の整備・開発の推進及びその効果的な活用等を図るとともに，研修，訓練

等を通じて職員の職務執行力の向上を図る。）

(2) 矯正施設における収容環境の維持及び適正な処遇の実施（被収容者の改善更生及び円滑な社

会復帰を図るため，被収容者の個々の状況に応じて，収容環境の維持を含めた適切な処遇を実

施する。）

(3) 矯正施設の適正な運営に必要な民間委託等の実施（職員の業務負担の軽減を図るとともに，

矯正処遇の充実を図るため，民間委託等を実施する。）

７ 更生保護活動の適切な実施（犯罪をした者及び非行のある少年の社会内における改善更生を図る

とともに，犯罪の予防を目的とした国民の活動を促進する。）

(1) 保護観察対象者等の改善更生等（保護観察対象者等の再犯防止及び改善更生のため，社会内

において適切な処遇を行うとともに，犯罪や非行のない地域社会作りのため，犯罪予防を目的

とした国民の活動を促進する。）

(2) 医療観察対象者の社会復帰（心神喪失等の状態で重大な他害行為を行った者の社会復帰を促

進するため，医療観察対象者に対する地域社会における処遇の適正かつ円滑な実施を確保す

る。）
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８ 破壊的団体等の規制に関する調査等を通じた公共の安全の確保を図るための業務の実施（公共の

安全の確保を図るため，破壊的団体の規制に関する調査及び処分の請求並びに無差別大量殺人行為

を行った団体の規制に関する調査，処分の請求及び規制措置を行う。）

(1) 破壊的団体及び無差別大量殺人行為を行った団体の規制に関する調査等（公共の安全の確保

を図るため，破壊的団体の規制に関する調査及び処分の請求並びに無差別大量殺人行為を行っ

た団体の規制に関する調査，処分の請求及び規制措置を行うとともに，その調査の過程で得ら

れる情報を関係機関及び国民に適時適切に提供する。）

９ 破壊的団体等の規制処分の適正な審査・決定（公共の安全の確保に寄与するために行う破壊的団

体及び無差別大量殺人行為を行った団体の規制に関し適正な審査及び決定を行う。）

(1) 破壊的団体及び無差別大量殺人行為を行った団体の規制処分の適正な審査・決定（破壊的団

体及び無差別大量殺人行為を行った団体に対する規制処分に関し，適正な審査及び決定を行

う。）

Ⅲ 国民の権利擁護

10 国民の財産や身分関係の保護（経済活動や社会活動に不可欠である財産上及び身分上の権利を適

切に保全するための法制度を整備するとともに，円滑な運営を行う。）

(1) 登記事務の適正円滑な処理（不動産取引の安全と円滑，会社・法人等に係る信用の維持等を

図るとともに，登記に関する国民の利便性を向上させるため，登記事務を適正・円滑に処理す

る。）

(2) 国籍・戸籍・供託・遺言書保管事務の適正円滑な処理（我が国における身分関係の安定及び

国民の権利の保全を図るため，国籍・戸籍・供託・遺言書保管に関する法制度を整備し，これ

を適正・円滑に運営する。）

(3) 債権管理回収業の審査監督（暴力団等反社会的勢力が参入することなどを防止し，適正な債

権管理回収業務を実施させるため，債権管理回収業の許可について厳格な審査を行うととも

に，債権回収会社の業務の適正な運営を確保するため，債権回収会社に対して立入検査を中心

とした監督を行う。）

11 人権の擁護（人権の擁護に関する施策を総合的に推進する。）

(1) 人権尊重思想の普及高揚並びに人権侵害による被害の救済及び予防（人権が尊重される社会

の実現に寄与するため，人権尊重思想の普及高揚並びに人権侵害による被害の救済及び予防を

図るなど，国民の人権の擁護を積極的に行う。）

Ⅳ 国の利害に関係のある争訟の統一的かつ適正な処理

12 国の利害に関係のある争訟の統一的かつ適正な処理（国民個人の権利・利益と国の正当な利益と

の間における争訟に対して，統一的に対処し適正な調和を図る。）
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(1) 国の利害に関係のある争訟の適正・迅速な処理（国民の期待に応える司法制度の実現に寄与

するため，国の利害に関係のある争訟を適正・迅速に処理する。）

Ⅴ 出入国の公正な管理

13 出入国の公正な管理（出入国管理行政を通じて国際協調と国際交流の増進を図るとともに，不法

滞在者等を生まない社会を構築する。）

(1) 円滑な出入国審査及び不法滞在者等対策の推進（我が国の国際交流の推進及び観光立国実現

のため，円滑な出入国審査の実施を推進するとともに，安全・安心な社会の実現のため，不法

滞在者等対策を推進する。）

Ⅵ 法務行政における国際化対応・国際協力

14 法務行政における国際化対応・国際協力（外国関係機関との連携等を通じて，法務行政の国際化

や諸外国への協力に適切に対応する。）

(1) 法務行政の国際化への対応（国際化する法務行政の円滑な運営を図る。）

(2) 法務行政における国際協力の推進（国際連合と協力して行う研修や法制度整備支援等を通じ

て，支援対象国であるアジア等の開発途上国に，「法の支配」と良い統治（グッド・ガバナン

ス）を確立させ，その発展に寄与するとともに，我が国の国際社会における地位の向上等に資

するため，法務省が所掌事務に関連して有する知見等を他国に提供するなどの国際協力を推進

する。）

Ⅶ 法務行政全般の円滑かつ効率的な運営

15 法務行政全般の円滑かつ効率的な運営（説明責任の履行，透明性の確保，人的物的体制の整備確

立等を通じて，法務行政を円滑かつ効率的に運営する。）

(1) 法務行政に対する理解の促進（法務行政を国民に開かれた存在にし，その理解の促進を図

る。）

(2) 施設の整備（司法制度改革の推進や治安情勢の変化に伴って生じる新たな行政需要等を踏ま

え，十分な行政機能を果たすことができるよう，執務室等の面積が不足している施設や，長期

間の使用により老朽化した施設等について所要の整備，防災・減災対策を行う。）

(3) 法務行政の情報化（国民の利便性，行政サービスの向上を図るため，法務行政手続の情報化

を推進するとともに，法務省で運用する情報システムについて，政府全体で取り組んでいる業

務・システムの最適化を図り，業務及び情報システムの効率化を推進する。）

(4) 職員の多様性及び能力の確保（社会経済情勢の変動に適切に対応するため，職員の多様性を

確保し，能力の開発・向上を図る。）
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令和２年度事前評価実施結果報告書

１．施策名等

社会経済情勢を踏まえた法務に関する調査研究の計画的実施と提言（非施 策 名

行少年と成育環境（子供の貧困）に関する研究）

法務に関する調査研究政 策 体 系 上

（Ｉ－３－(1)）の 位 置 付 け

内外の社会経済情勢を踏まえた研究題目の選定，国内外の情勢の調査研施 策 の 概 要

究の計画的実施と必要な刑事政策上の提言を行う。

令和２年９月 法務総合研究所総務企画部政策評価実施時期 担当部局名

企画課

事業評価方式評 価 方 式

２．事業等の内容

（１）課題・ニーズ

令和元年版犯罪白書によると，少年による刑法犯の検挙人員は，平成16年以降減少し

続けており，少年の人口比（10歳以上の少年10万人当たりの検挙人員）も低下傾向が見

られ，30年は269.6と人口比の最も高かった昭和56年及び平成期で最も高かった平成15

年の約５分の１となるなど，少年非行が減少傾向にあることは認められる。しかし，成

人の人口比と比較すると約1.6倍であり依然として高い水準にある ほか，他の犯罪によ
*1

る検挙人員が減少若しくは横ばい傾向にある中で，少年による大麻取締法違反の検挙人

員は26年から５年連続で増加しており ，少年の詐欺による検挙人員も再び増加の兆し
*2

がある など，予断を許さない状況にある。
*3

また，少年院入院者のうち，保護者がひとり親である比率は平成30年は51.3パーセン

トで，29年の全国のひとり親家庭の世帯の割合7.5パーセント と比べても，７倍近くと
*4

。 ， 。 ，顕著に高い また 平成元年と比べても14.6ポイント高くなっている これに加えて
*5

少年院入院者における高校中退者の比率は，30年は40.9パーセントと，平成元年と比べ

て17.2ポイント高くなっており ，高校進学者の比率自体は高くなっているものの，進
*6

学しても高校生活を継続できない者が多数に及んでいることを示している。保護観察処

分少年についても，保護者がひとり親である比率は，30年は41.0パーセントで，平成元

年から15.8ポイント高くなっている 。
*7

このように，少年非行は減少傾向にあるものの，非行少年が抱える課題はより困難な

ものとなっていることがうかがえる。すなわち，令和元年版子供・若者白書によれば，

ひとり親家庭の平均所得は他の世帯の平均所得を大きく下回っているので ，家庭に経
*8

済的な問題を抱えている非行少年が増加している可能性がある。また，このことが非行

少年の就学状況に影響を与えている可能性も考えられる。

再犯の防止等の推進に関する法律（平成28年法律第104号）は，国において，非行少

年が，善良な社会の一員として自立し，改善更生することを助けるため，その能力に応

じた教育を受けるのに必要な支援等の施策を講ずることとし 「再犯防止推進計画 （平， 」

成29年12月15日策定）において，非行等による学校教育の中断の防止，学校や地域社会

において再び学ぶための支援等を学校等と連携して行うことなどを具体的施策として掲

げている 。また，再犯防止推進計画は，再犯防止のための指導等を効果的に行うため
*9

には，対象者の特性を適切に把握した上で，その者にとって適切な指導等を選択し，一

貫性を持って継続的に働き掛けることが重要であるとし，犯罪をした者等の再犯の防止

等を図る上で効果的な処遇の在り方等に関する調査研究を推進する必要があるとしてい

る 。
*10

法務総合研究所研究部は 「法務総合研究所研究部報告46 青少年の生活意識と価値，
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観に関する研究 （平成24年発刊）において，非行少年及び若年犯罪者の生活意識等を」

分析し，非行・犯罪のリスク要因や立ち直りに必要なニーズについてまとめているが，

その中で，非行少年の家庭生活に関する不満の中で経済的な問題の占めるウエイトが高

， 。まっており こうした経済的な問題の影響を今後も注視する必要があると指摘している

しかしながら，家庭に経済的な問題を抱える非行少年の成育環境や心理的特徴等につい

て，その後まとまった研究は行っておらず，前述した非行少年の家庭環境等に関する動

向から見ても，その実態把握が求められる。また，再犯防止推進計画で掲げている非行

をした者等の継続的な学び等のための施策を効果的に行うためにも，非行少年の就学状

況に関する実態，ニーズ等について明らかにする必要がある。

子供全般に目を転じてみると，政府は，子どもの貧困対策の推進に関する法律（平成

25年法律第64号）に基づき策定された「子供の貧困対策に関する大綱 （平成26年８月」

29日策定，令和元年11月29日新大綱策定）で，子供がその生まれ育った環境によって将

来を左右されることのないよう，子供たちの成育環境を整備するとともに，教育を受け

る機会の均等を図り，生活支援，保護者への就労支援等と併せて子供の貧困対策を総合

的に推進することが重要であるとの方針を掲げ，様々な施策を進めている。地方自治体

は，その多くが地域の実情に応じた効果的な施策を講じるため，子供の貧困の実態を把

握するための実態調査を実施している。その結果からは，少年の健全育成の観点から見

ても有用な示唆が得られているが，さらに，令和２年度以降，政府は，子供の貧困に関

する調査が全国的に実施されるよう努めることとされている。

そこで，今回は，前記子供の貧困対策に関する施策や調査結果も踏まえた上で，これ

まで，非行の背景として指摘されながら十分明らかにされてこなかった，少年の成育環

境（特に経済的な問題）の実態を調査し，非行少年のうち貧困の問題を抱える者の特徴

を明らかにすることで，そのアセスメントや処遇・支援の充実と再非行防止につなげ，

これらの者が善良な社会の一員として自立することを助けるための基礎資料を提供する

こととする。地方自治体等が実施する子供の貧困実態調査結果から得られた，一般少年

のうちの貧困の問題を抱える者の特徴との比較も視野に入れた分析を行うことで，非行

防止に資する資料ともなり得ると考えられる。

（２）目的・目標

非行をした少年の成育環境（子供の貧困）の実態を調査し，貧困の問題を抱える者の

特徴を明らかにすることにより，犯罪・非行をした者等に対する有効な処遇・支援を

検討するための基礎資料を提供する。

（３）具体的内容

ア 研究期間

令和３年度から４年度までの２か年

イ 研究内容

（ア）統計調査

， ，一定期間における少年院入院者 保護観察を開始した保護観察処分少年を対象に

家庭の生活程度（富裕・普通・貧困）を中心に，非行名，居住状況，保護者，保護

者・本人の職業，被虐待経験，教育程度等を加えたデータを統計的に分析し，生活

程度の観点から見た非行少年の特徴を見いだす。

（イ）質問紙調査

非行少年の成育環境を明らかにするために，地方自治体等の子供の貧困に関する

実態調査を参考として 「教育」に関する事項 「生活環境」に関する事項 「心理， ， ，

的側面 に関する事項 経済状況 に関する事項 家庭環境 に関する事項 支」 ，「 」 ，「 」 ，「

援」に関する事項等について，一定期間における少年院入院者とその保護者並びに

保護観察を開始した保護観察処分少年とその保護者を対象に，アンケート調査を実

施する。その際には，令和２年３月に内閣府が示した地方自治体での子供の貧困実

態調査に関する共通項目も取り入れ，一般少年と非行少年との比較が行えるように
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工夫する。

分析においては，上記調査結果と，調査対象者の在院施設又は係属保護観察所か

， ，ら得た非行名等の基本的情報や 必要に応じて記録調査を実施して得た情報を基に

世帯の所得が相対的に低い状況を「生活困窮」とした上で，①少年院入院者又は保

護観察対象者のうち生活困窮層と非生活困窮層の違いを見いだし，非行少年のうち

の生活困窮層の実態を明らかにすること，②一般少年のうちの生活困窮層と非行少

年のうちの生活困窮層の違いを見いだし，非行少年等の処遇・支援における課題を

明らかにすることなどが考えられる。

（ウ）実地調査

少年院や保護観察所等における修学支援等に関する処遇・支援の現状を把握する

ため，各施設等への実地調査を行う。

ウ 成果物の取りまとめ

上記を総合して，非行少年のうちの貧困の課題をもつ者の実態を明らかにし，犯罪

・非行をした者等に対する有効な処遇・支援の在り方をまとめて法務総合研究所研究

部報告等として発刊する。

３．評価手法等

外部有識者等で構成される研究評価検討委員会（学者委員７名，法務省の他部局員４名

の計11名により構成）において，本研究の上記目的の是非及び達成の見込みについて検証

した上，評価基準（別紙１）第４の１に掲げる各評価項目について４段階（ＡからＤ）で

評価を行い，各評価に応じた評点を付すものとし，その評点の合計点に応じて，本研究の

効果について判定する。

４．評価の内容

本研究について，令和２年５月13日に実施された研究評価検討委員会の結果を踏まえ，

評価基準第４の１に掲げる各評価項目について，次のとおり評価を行った（各評価項目の

評点は別紙２のとおりである 。。）

（必要性の評価項目）

本研究は，再犯防止推進計画において再犯防止のための指導等を効果的に行うために

把握すべきとしている対象者の特性を，その成育環境という観点から明らかにしようと

するものであり，同計画が推進している，再犯の防止等を図る上で効果的な処遇の在り

方等に関する調査研究となる。再犯防止施策を検討する上での重要な基礎資料となるも

のであって，法務省の重要な施策に密接に関連し，実施の必要性が極めて高い。また，

本研究は，非行をした少年における子供の貧困の問題について明らかにするため，少年

院に入院した者とその保護者並びに保護観察所で保護観察を開始した保護観察処分少年

とその保護者を対象として調査を実施し，分析する予定である。非行をした少年を対象

とした子供の貧困に関する調査研究はこれまで行われておらず，法務総合研究所以外の

機関で同様の研究を行うことは著しく困難である。したがって，他の研究機関では代替

する研究を実施することは著しく困難である。さらに，少年院に入院した者及び保護観

察処分となった少年に占めるひとり親家庭の比率は，子供のいる全世帯におけるひとり

親家庭の比率に比べて顕著に高く，かつ上昇傾向にある。ひとり親世帯の相対的貧困率

は５割を超えていることから，非行をした少年において貧困の問題を有する者が増加し

ている可能性があるが，非行少年の成育環境における貧困の問題はこれまで非行の背景

として指摘されながら十分明らかにされていない。非行少年のうちの貧困層の特徴を明

らかにして，非行をした者の中でも特に困難な課題を抱えている者の自立支援につなげ

るための基礎資料を提供することは急務である。初発非行が早いほど立ち直りが困難と

のデシスタンス研究結果は，非行防止の重要性を示しているが，本研究は，非行少年の

うちの貧困層の特徴と，地方自治体等による子供の貧困実態調査研究で明らかにされつ
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つある一般の貧困層の特徴を比較することにより，非行防止への示唆を得ることが期待

できるものであり，早期に研究を実施する必要性が極めて高いテーマである。このよう

に，必要性を評価する３項目については，30点中30点であったことから，本研究の必要

性は，高いものと認められる。

（効率性の評価項目）

本研究の対象は，一定期間において，少年院に入院した少年並びに保護観察処分を受

け保護観察を開始した少年及びその保護者としている。地方自治体等による子供の貧困

に関する実態調査を踏まえ，教育，生活環境，心理的側面，経済状況，家庭環境，支援

に関する事項等を調査することとしており，非行をした少年の家庭の生活程度や成育環

境等を把握する上で保護者からの情報収集は欠かせず，調査対象の設定は，研究の趣旨

・目的に照らし，非常に適切なものとなる見込みである。また，本研究は，検察官，法

務教官，法務技官，保護観察官等，少年の処分・処遇に関する実務経験を有する研究官

で構成するチームで実施される。研究で用いるデータの中心は，矯正施設又は保護観察

所が保有する公的記録に基づき収集されるもので信頼性がある。データの分析も統計学

的に妥当な方法で行い得る。具体的な調査手法や調査項目等については今後更に検討の

余地があるものの，研究の趣旨・目的に照らし，研究の実施体制・手法は適切なものと

なる見込みである。さらに，研究に用いるデータの入手方法は法務省の機関としての利

点を生かしたものである上，その分析方法も，主として研究官が専門的知見をもって既

存の設備・備品等を活用して行うものであることを踏まえると，研究手法は，費用対効

果の観点からも合理的と見込まれる。このように， 効率性を評価する３項目について

は，30点中27点であったことから，本研究は，効率的になされるものと見込まれる。

（有効性の評価項目）

， ，本研究は 非行少年を対象とした子供の貧困の実態に関する調査研究であることから

政府の重要な社会政策の一つである子供の貧困対策においても示唆をもたらすことが期

待できるものであり，非行少年の修学支援等の処遇の充実につなげるといった法務省の

再犯防止施策のみならず，子供の貧困対策に関する施策を所管する部局による法令・施

策の立案，事務運用の改善等の検討や，大学等の研究機関においても，多様な検討に必

要な基礎資料として大いに利用されることが見込まれる。このように，有効性を評価す

る１項目については，10点中10点であったことから，本研究の有効性は，高いものと見

込まれる。

（総合評価）

したがって，総合的評価としては，必要性，効率性及び有効性のいずれの観点からも

高く評価することができ，評点の合計点は70点中67点であったことから，評価基準第３

の３に基づき 「大いに効果があることが見込まれる」と評価できる。，

５．学識経験を有する者の知見の活用

（１）実施時期

令和２年８月19日～９月８日

（２）実施方法

持ち回り審議

（３）意見及び反映内容の概要

別添「令和２年度法務省事前評価実施結果報告書（案）に対する質問・意見」番号１

～５のとおり

ア 〔意見〕一般少年への調査見込みについて

調査対象が非行少年及びその保護者となっているが，非行少年の家庭のみに観察

される特徴か，一般少年の同様の経済状態の家庭にも観察される状況かの識別が重

要と考えられる。

〔反映内容〕
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本研究では，保護観察処分少年，少年院入院者とそれぞれの保護者に対する質問

紙調査に，令和２年３月に内閣府が示した地方自治体での子供の貧困実態調査に関

する共通質問項目も取り入れることで，一般の少年とその保護者を対象とした調査

で明らかにされる一般の少年の貧困層の傾向・特徴と，非行をした少年のうちの貧

， 。困層の傾向・特徴の違いを見出すことを検討しており その旨記載内容を追加した

イ 〔意見〕研究の必要性，実態調査の手法について

少年院入所者のうち，保護者が一人親である比率が５１．３％であり，一人親家

庭の平均所得は他の世帯を大きく下回っていることが明らかである以上，この切り

， 。口から予想される結論は 調査するまでもなくあらかたの予想がつくのではないか

また，子供の貧困と非行という視点は財産犯には有効であるが，その他の犯罪との

関係は，子供の貧困という切り口では分析しきれないのではないか。

母子家庭と父子家庭とでは子に対する接し方や関わり方に大きな差があるほか，

実際には祖父母が監護している場合があることから，これらを調査項目に加える必

要があるのではないか。

〔反映内容〕

， ， ，子供の貧困が直接非行の要因となるのではなく 貧困が親の精神状況 行動様式

価値観，地域との関わり方，子への接し方などに様々な影響を及ぼし，それらが財

産犯に限らず子供の非行という不適応をもたらすことがあると考えられるが，我が

国では子供の貧困と非行に関する研究はまだ十分に行われていないところである。

本研究では，保護処分を受けた者について，貧困層と非貧困層の特徴の違いを見出

すことを目指すとともに，地方自治体等による子供の貧困実態調査で明らかにされ

ることが期待される一般の子供の貧困層の特徴との比較も視野に入れて分析を行

い，一般の子供の貧困層の傾向と非行少年の貧困層の傾向の違いを見出し，非行防

止，再非行防止のための知見を得ようとするものである。

また，調査においては，回答者の続柄や家族構成も調査項目に含めることとして

おり，これらの違いという観点からも分析を行うこととしている。

ウ 〔意見〕実態調査の手法について

， ，貧困の連鎖等の観点から 保護者自身の生育環境における経済状況や教育レベル

虐待経験の有無といったことを調査できないか。

〔反映内容〕

本研究においては，保護観察処分少年及び少年院入院者それぞれの保護者に対し

ても調査を行うこととしている。分析においては貧困の連鎖等の観点も重要と考え

ており，保護者の学歴等，保護者自身の生育環境における経験等も一定の範囲で調

査することを想定しているが，本研究でどこまで調査するかは，過去に行われた地

方自治体の子供の貧困実態調査結果等の先行研究を参考に，御意見も踏まえた上で

具体化していきたい。なお，質問項目にはデリケートな内容も含み得るため，質問

の表現振りには十分配慮してまいりたい。

６．施策に関係する内閣の重要政策（施政方針演説等のうち主なもの）

○「再犯の防止等の推進に関する法律 （平成28年法律第104号）」

第13条 非行少年等に対する支援

○「再犯防止推進計画 （平成29年12月15日閣議決定）」

第４ 学校等と連携した修学支援の実施等のための取組

第５ 犯罪をした者等の特性に応じた効果的な指導の実施等のための取組

○「子供の貧困対策に関する大綱 （平成26年８月29日閣議決定，令和元年11月29日新大」

綱閣議決定）

第５ 子供の貧困に関する調査研究等
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*1「令和元年版犯罪白書」第２編第２章第１節１項（2-2-1-1図）

*2「令和元年版犯罪白書」第２編第２章第２節２項（2-2-2-3②図）

*3「令和元年版犯罪白書」第２編第２章第１節３項（2-2-1-11⑧図）

*4「令和元年版子供・若者白書」第３章第２節４項（3-32図）

*5「令和元年版犯罪白書」第３編第２章第４節２項（3-2-4-7図）

*6「令和元年版犯罪白書」第３編第２章第４節２項（3-2-4-4図）

*7「令和元年版犯罪白書」第３編第２章第５節２項（3-2-5-4図）

*8「令和元年版子供・若者白書」第３章第２節４項（3-33表）

*9「再犯防止推進計画 （平成29年12月15日閣議決定）」

第４ 学校等と連携した修学支援の実施等のための取組（推進法第11条，第13条関係）

１．学校等と連携した修学支援の実施等

(1) 現状認識と課題等

我が国の高等学校進学率は，98.5パーセントであり，ほとんどの者が高等学校に進学する状

況にあるが，その一方で，少年院入院者の28.9パーセント，入所受刑者の37.4パーセントが，

中学校卒業後に高等学校に進学していない。また，非行等に至る過程で，又は非行等を原因と

して，高等学校を中退する者も多く，少年院入院者の36.8パーセント，入所受刑者の24.6パー

セントが高等学校を中退している状況にある。

･･･略･･･

(2) 具体的施策

② 非行等による学校教育の中断の防止等

ア 学校等と保護観察所が連携した支援等

･･･略･･･

イ 矯正施設と学校との連携による円滑な学びの継続に向けた取組の充実

･･･略･･･

ウ ･･･略･･･

③ 学校や地域社会において再び学ぶための支援

ア 矯正施設からの進学・復学の支援

･･･略･･･

イ 高等学校中退者等に対する地域社会における支援

･･･略･･･

*10 「再犯防止推進計画 （平成29年12月15日閣議決定）」

第５ 犯罪をした者等の特性に応じた効果的な指導の実施等のための取組（推進法第11条，第13条，第21

７．政策評価を行う過程において使用した資料その他の情報

なし

８．備考

○令和元年版犯罪白書

○令和元年版子供・若者白書

○法務総合研究所研究部報告46「青少年の生活意識と価値観に関する研究」
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条関係）

１．特性に応じた効果的な指導の実施等

(1) 現状認識と課題等

再犯防止のための指導等を効果的に行うためには，犯罪や非行の内容はもとより，対象者一

人一人の経歴，性別，性格，年齢，心身の状況，家庭環境，交友関係，経済的な状況等の特性

を適切に把握した上で，その者にとって適切な指導等を選択し，一貫性を持って継続的に働き

掛けることが重要である。また，指導等の効果を検証し，より効果的な取組につなげる必要が

ある。･･･略･･･

(2) 具体的施策

④ 再犯の実態把握や指導等の効果検証及び効果的な処遇の在り方等に関する調査研究

法務省は、検察庁・矯正施設・保護観察所等がそれぞれ保有する情報を機動的に連携する

データベースを、再犯防止対策の実施状況等を踏まえ、効果的に運用することにより、指

導の一貫性・継続性を確保し、再犯の実態把握や指導等の効果検証を適切に実施するとと

もに、警察庁、文部科学省及び厚生労働省の協力を得て、犯罪をした者等の再犯の防止等

を図る上で効果的な処遇の在り方等に関する調査研究を推進する。
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研究評価検討委員会における評価基準

第１ 目的

本評価基準は，研究評価検討委員会が法務省法務総合研究所研究部が実施する特別

研究（以下「研究」という。）に関する評価を実施するに当たって，同委員会におけ

る研究の評価の観点を明らかにし，より客観的な研究の評価の実施に資することを目

的とする。

第２ 適用対象

本評価基準は，法務省の政策評価の対象となった研究の評価を実施する場合に適用

する。ただし，当該研究の実施方法等に鑑み，本評価基準で評価することが適当でな

いと研究評価検討委員会が認める研究については，本評価基準とは別の基準で評価を

実施することができるものとする。

第３ 評価の実施方法

本評価基準を用いての評価方法は以下のとおりとする。

１ 評価対象の研究に関し，研究の実施前（事前評価）及び研究の実施後（事後評価）

に，「第４ 評価項目」の「１ 事前評価」及び「２ 事後評価」に掲げる各評価項

目について評価を行うものとする。

２ 各項目の評価は４段階（ＡからＤ）で行い，各評価に応じて，以下のとおり評点を

付すものとする。

Ａ…評点 10 点

Ｂ…評点７点

Ｃ…評点５点

Ｄ…評点０点

３ 各評価項目で付された評点を合計した点数に応じて，評価対象の研究の効果を以下

のとおり判定する。

合計点 56 点以上     … 大いに効果があった。

合計点 49 点以上 56 点未満 … 相当程度効果があった。

合計点 35 点以上 49 点未満 … 効果があった。

合計点 35 点未満         … あまり効果がなかった。

４ 研究評価検討委員会の各委員は，法務総合研究所に対し，本評価基準による評価の

実施に必要な資料等を求めることができるものとする。

第４ 評価項目

１ 事前評価

   評価対象の研究に関し，以下の項目について評価を実施する。

(1) 法務省の施策に関連して必要なものか。

ア 評価の観点【主に研究の必要性】

法務省の施策においては，犯罪防止，犯罪者処遇を含め，我が国の刑事政策の

適切な策定運用が求められるが，この観点から，法務省の施策に関連するもので

あれば，当該研究の必要性は高いと認められることから，この点を評価する。
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イ 評価の基準

以下の基準により，評価する。

Ａ…法務省の重要な施策に密接に関連する研究であり，実施の必要性が極めて高

い。

Ｂ…法務省の重要な施策に関連し，又は，法務省の施策に密接に関連する研究で

あり，実施の必要性が高い。

Ｃ…法務省の施策に関連する研究であり，実施の必要性がある。

Ｄ…法務省の施策に関連しない研究であり，実施の必要性が乏しい。

(2) 代替性のない研究であるか。

ア 評価の観点【主に研究の必要性】

当該研究が，他の研究機関で実施できないものであれば，当該研究は法務省で

行う必要性が高い上，研究の価値，効果も高いといえることから，この点を評価

する。

イ 評価の基準

以下の基準により，評価する。

Ａ…他の研究機関では代替する研究の実施が著しく困難である。

Ｂ…他の研究機関では代替する研究の実施が困難である。

Ｃ…他の研究機関でも類似の研究を実施可能であるが，代替性があるとまではい

えない。

Ｄ…他の研究機関でも同程度の研究が実施可能である。

(3) 早期に研究を実施すべきテーマであるか。

ア 評価の観点【主に研究の必要性】

研究テーマが，刑事政策上の課題となっているなど，早期に研究を実施すべき

ものであれば，当該研究の必要性が高く認められることから，この点を評価する。

イ 評価の基準

以下の基準により，評価する

Ａ…早期に研究を実施する必要性が極めて高いテーマである。

Ｂ…早期に研究を実施する必要性が高いテーマである。

Ｃ…早期に研究を実施する必要性がそれほど高くはないテーマである。

Ｄ…早期に研究を実施する必要性がないテーマである。

(4) 研究における調査対象の設定が適切であるか。

ア 評価の観点【主に研究の効率性】

研究の趣旨・目的に沿った研究成果を効率的に得る上で，調査対象の設定（調

査対象及びその範囲のほか，研究の性質によっては，調査対象件数や期間の設定

等を含む。）が適切になされることが重要であることから，この点を評価する。

イ 評価の基準

以下の基準により，評価する。

Ａ…研究の趣旨・目的に照らし，調査対象の設定は非常に適切なものとなる見込

みである。

Ｂ…研究の趣旨・目的に照らし，調査対象の設定は適切なものとなる見込みであ
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る。

Ｃ…研究の趣旨・目的に照らし，調査対象の設定はおおむね適切なものとなる見

込みである。

Ｄ…研究の趣旨・目的に照らし，調査対象の設定は適切ではないものとなる見込

みである。

(5) 研究の実施体制・手法が適切であるか。

ア 評価の観点【主に研究の効率性】

当該研究が効率的になされるためには，専門性のある者等による適切な研究実

施体制の下で，信用性のあるデータが収集され，信頼性のある手法で多様な視点

から分析が行われるなど，研究の実施体制・手法が適切であることが必要である

から，この点を評価する。

イ 評価の基準

以下の基準により，評価する。

Ａ…研究の趣旨・目的に照らし，研究の実施体制・手法は非常に適切なものとな

る見込みである。

Ｂ…研究の趣旨・目的に照らし，研究の実施体制・手法は適切なものとなる見込

みである。

Ｃ…研究の趣旨・目的に照らし，研究の実施体制・手法はおおむね適切なものと

なる見込みである。

Ｄ…研究の趣旨・目的に照らし，研究の実施体制・手法は適切ではないものとな

る見込みである。

(6) 研究手法が費用対効果の観点から合理的であるか。

ア 評価の観点【主に研究の効率性】

当該研究が効率的であるためには，データ・資料の入手その他の研究手法が，

当該研究の趣旨・目的に沿った成果を達成する観点から，合理的な範囲の費用支

出にとどまるものであることが重要であることから，この点を評価する。

イ 評価の基準

以下の基準により，評価する。

Ａ…研究手法は費用対効果の観点から，十分に合理的なものとなる見込みである。

Ｂ…研究手法は費用対効果の観点から，合理的なものとなる見込みである。  

Ｃ…研究手法は費用対効果の観点から，おおむね合理的なものとなる見込みであ

る。

Ｄ…研究手法は費用対効果の観点から，合理性を欠くものとなる見込みである。

(7) 法令・施策の立案，事務運用の改善等の検討や大学の研究等に利用されるか。

ア 評価の観点【主に研究の有効性】

当該研究の成果物が，法務省を始めとする行政機関等において法令・施策の立

案，事務運用の改善等の検討に利用され，又は，大学での研究その他の場で広く

利用されることは，当該研究が法務省の施策等に直接又は間接に役立ち得ること

を明らかにするとともに，広くは，国民の刑事政策への理解協力，ひいては犯罪

防止や犯罪者処遇の改善等につながるものであることから，この点を評価する。
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イ 評価の基準

以下の基準により，評価する。

Ａ…法令・施策の立案，事務運用の改善等の検討や，大学の研究等に大いに利用

される見込みである。

Ｂ…法令・施策の立案，事務運用の改善等の検討や，大学の研究等に利用される

見込みである。

Ｃ…法令・施策の立案，事務運用の改善等の検討や，大学の研究等に多少利用さ

れる見込みである。

Ｄ…法令・施策の立案，事務運用の改善等の検討や，大学の研究等に利用される

見込みが乏しい。

２ 事後評価

評価対象の研究に関し，以下の項目について評価を実施する。

(1) 法務省の施策等に関連して必要なものか。

ア 評価の観点【主に研究の必要性】

法務省の施策においては，犯罪防止，犯罪者処遇を含め，我が国の刑事政策の

適切な策定運用が求められるが，実際の研究成果が，現に，この観点から，法務

省の施策に関連するものであれば，当該研究の必要性は高かったと認められるこ

とから，この点を評価する。

イ 評価の基準

以下の基準により，評価する。

Ａ…現に法務省の重要な施策に密接に関連する研究であり，実施の必要性が極め

て高かった。

Ｂ…現に法務省の重要な施策に関連し，又は，法務省の施策に密接に関連する研

究であり，実施の必要性が高かった。

Ｃ…現に法務省の施策に関連する研究であり，実施の必要性があった。

Ｄ…現に法務省の施策に関連しない研究であり，実施の必要性が乏しかった。

(2) 代替性のない研究であるか。

ア 評価の観点【主に研究の必要性】

当該研究が，他の研究機関で現に実施されておらず，実施された研究の成果が

他では得られないものであれば，当該研究は法務省で行う必要性が高かったと認

められる上，研究の価値，効果も高いといえることから，この点を評価する。

イ 評価の基準

以下の基準により，評価する。

Ａ…他の研究機関では代替する研究が現に実施されておらず，今後その見込みも

乏しい。

Ｂ…他の研究機関では代替する研究が現に実施されていない。

Ｃ…他の研究機関でも類似の研究が実施されたが，研究成果において代替性があ

るとまではいえなかった。

Ｄ…他の研究機関でも同程度の研究が実施された。

(3) 研究における調査対象の設定が適切であるか。
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ア 評価の観点【主に研究の効率性】

実施された研究において，研究の趣旨・目的に沿った研究成果を効率的に得る

上で，調査対象の設定（調査対象及びその範囲のほか，研究の性質によっては，

調査対象件数や期間の設定等を含む。）が適切になされたことが重要であること

から，この点を評価する。

イ 評価の基準

以下の基準により，評価する。

Ａ…研究の趣旨・目的に照らし，調査対象の設定は非常に適切であった。

Ｂ…研究の趣旨・目的に照らし，調査対象の設定は適切であった。

Ｃ…研究の趣旨・目的に照らし，調査対象の設定はおおむね適切であった。

Ｄ…研究の趣旨・目的に照らし，調査対象の設定は適切ではなかった。

(4) 研究の実施体制・手法が適切であるか。

ア 評価の観点【主に研究の効率性】

当該研究が効率的になされたと評価するためには，専門性のある者等による適

切な研究実施体制の下で，信用性のあるデータが収集され，信頼性のある手法で

多様な視点から分析が行われたなど，研究の実施体制・手法が適切であったこと

が必要であるから，この点を評価する。

イ 評価の基準

以下の基準により，評価する。

Ａ…研究の趣旨・目的に照らし，研究の実施体制・手法は非常に適切であった。

Ｂ…研究の趣旨・目的に照らし，研究の実施体制・手法は適切であった。

Ｃ…研究の趣旨・目的に照らし，研究の実施体制・手法はおおむね適切であった。

Ｄ…研究の趣旨・目的に照らし，研究の実施体制・手法は適切ではなかった。

(5) 研究手法が費用対効果の観点から合理的であるか。

ア 評価の観点【主に研究の効率性】

当該研究が効率的であるためには，実施された研究において，データ・資料の

入手その他の研究手法が，当該研究の趣旨・目的に沿った成果を達成する観点か

ら，合理的な範囲の費用支出にとどまるものであったことが重要であることから，

この点を評価する。

イ 評価の基準

以下の基準により，評価する。

Ａ…研究手法は費用対効果の観点から，十分に合理的なものであった。

Ｂ…研究手法は費用対効果の観点から，合理的なものであった。  

Ｃ…研究手法は費用対効果の観点から，おおむね合理的なものであった。

Ｄ…研究手法は費用対効果の観点から，合理性を欠くものであった。

(6) 研究の成果物は分かりやすいものであるか。

ア 評価の観点【主に研究の有効性】

当該研究の成果物の文書構成が適当であり，また，図表等による視覚的な配慮

や平易な用語の使用などによって分かりやすいものになっていることは，実際に

法務省やその他の場における利用状況に影響を与えるものであることから，この
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点を評価する。

イ 評価の基準

以下の基準により，評価する。

Ａ…実務家にとっても，研究の成果を利用し得る実務家以外の者にとっても分か

りやすい。

Ｂ…実務家にとって分かりやすい。

Ｃ…実務家にとっておおむね分かりやすい。

Ｄ…実務家にとっても理解に時間を要する。

(7) 法令・施策の立案，事務運用の改善等の検討や大学の研究等に利用されたか。

ア 評価の観点【主に研究の有効性】

当該研究の成果物が，法務省を始めとする行政機関等において法令・施策の立

案，事務運用の改善等の検討に利用され，又は，大学での研究等その他の場で広

く利用されたことは，当該研究が法務省の施策等に直接又は間接に役立ち得るこ

とを明らかにするとともに，広くは，国民の刑事政策への理解協力，ひいては犯

罪防止や犯罪者処遇の改善等につながるものであることから，この点を評価する。

なお，当該研究の性質上，評価実施時期までに利用されていなくても，中長期的

に見て利用される見込みが認められるものについては，その有効性を認め得るこ

とから，評価に当たってこの点を加味することとする。

イ 評価の基準

以下の基準により，評価する。

Ａ…法令・施策の立案，事務運用の改善等の検討や，大学の研究等に大いに利用

された，又は，今後大いに利用される見込みである。

Ｂ…法令・施策の立案，事務運用の改善等の検討や，大学の研究等に利用された，

又は，今後利用される見込みである。

Ｃ…法令・施策の立案，事務運用の改善等の検討や，大学の研究等に多少利用さ

れた，又は，今後多少利用される見込みである。

Ｄ…法令・施策の立案，事務運用の改善等の検討や，大学の研究等に利用されず，

かつ，今後利用される見込みも乏しい。
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別紙２

評価 評点 参考

１
法務省の施策に関連し
て必要なものか。 A 10点

　本研究は，再犯防止推進計画において再犯防止のための指導等
を効果的に行うために把握すべきとしている対象者の特性を，そ
の成育環境という観点から明らかにしようとするものであり，同
計画が推進している，再犯の防止等を図る上で効果的な処遇の在
り方等に関する調査研究となる。再犯防止施策を検討する上での
重要な基礎資料となるものであって，法務省の重要な施策に密接
に関連し，実施の必要性が極めて高い。

２
代替性のない研究であ
るか。 A 10点

　本研究は，非行をした少年における子供の貧困の問題について
明らかにするため，少年院に入院した者，保護観察所で保護観察
を開始した者及びその保護者を対象として調査を実施し，分析す
る予定である。非行をした少年を対象とした子供の貧困に関する
調査研究はこれまで行われておらず，法務総合研究所以外の機関
で同様の研究を行うことは著しく困難である。したがって，他の
研究機関では代替する研究を実施することは著しく困難である。

３
早期に研究を実施すべ
きテーマであるか。 A 10点

　少年院に入院した者及び保護観察処分となった少年に占めるひ
とり親家庭の比率は，子供のいる全世帯におけるひとり親家庭の
比率に比べて顕著に高く，かつ上昇傾向にある。ひとり親世帯の
相対的貧困率は５割を超えていることから，非行をした少年にお
いて貧困の問題を有する者が増加している可能性があるが，非行
少年の成育環境における貧困の問題はこれまで非行の背景として
指摘されながら十分明らかにされていない。非行少年のうちの貧
困層の特徴を明らかにして，非行をした者の中でも特に困難な課
題を抱えている者の自立支援につなげるための基礎資料を提供す
ることは急務である。また，初発非行が早いほど立ち直りが困難
とのデシスタンス研究結果は，非行防止の重要性を示している
が，本研究は，非行少年のうちの貧困層の特徴と，地方自治体等
による子供の貧困実態調査研究で明らかにされつつある一般の貧
困層の特徴を比較することにより，非行防止への示唆を得ること
が期待できるものであり，早期に研究を実施する必要性が極めて
高いテーマである。

４
研究における調査対象
の設定が適切である
か。

A 10点

　研究の対象は，一定期間において，少年院に入院した少年並び
に保護観察処分を受け保護観察を開始した少年及びその保護者と
している。地方自治体等による子供の貧困に関する実態調査を踏
まえ，教育，生活環境，心理的側面，経済状況，家庭環境，支援
に関する事項等を調査することとしており，非行をした少年の家
庭の生活程度や成育環境等を把握する上で保護者からの情報収集
は欠かせず，調査対象の設定は，研究の趣旨・目的に照らし，非
常に適切なものとなる見込みである。

５
研究の実施体制・手法
が適切であるか。 B 7点

　本研究は，検察官，法務教官，法務技官，保護観察官等，少年
の処分・処遇に関する実務経験を有する研究官で構成するチーム
で実施される。研究で用いるデータの中心は，矯正施設又は保護
観察所が保有する公的記録に基づき収集されるもので信頼性があ
る。データの分析も統計学的に妥当な方法で行い得る。具体的な
調査手法や調査項目等については今後更に検討の余地があるもの
の，研究の趣旨・目的に照らし，研究の実施体制・手法は適切な
ものとなる見込みである。

６
研究手法が費用対効果
の観点から合理的であ
るか。

A 10点

　研究に用いるデータの入手方法は法務省の機関としての利点を
生かしたものである上，その分析方法も，主として研究官が専門
的知見をもって既存の設備・備品等を活用して行うものであるこ
とを踏まえると，研究手法は，費用対効果の観点からも合理的と
見込まれる。

有
効
性

７

法令・施策の立案，事
務運用の改善等の検討
や大学の研究等に利用
されるか。

A 10点

　本研究は，非行少年を対象とした子供の貧困の実態に関する調
査研究であることから，政府の重要な社会政策の一つである子供
の貧困対策においても示唆をもたらすことが期待できるものであ
り，非行少年の修学支援等の処遇の充実につなげるといった法務
省の再犯防止施策のみならず，子供の貧困対策に関する施策を所
管する部局による法令・施策の立案，事務運用の改善等の検討
や，大学等の研究機関においても，多様な検討に必要な基礎資料
として大いに利用されることが見込まれる。

67点 ／70点評点合計：

事前評価結果表

【非行少年と成育環境（子供の貧困）に関する研究】

評価項目

必
要
性

効
率
性
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令和２年度事前評価実施結果報告書

１．施策名等

施設の整備（尼崎法務総合庁舎新営工事）施 策 名

法務行政全般の円滑かつ効率的な運営政 策 体 系 上

（Ⅶ－15－(2)）の 位 置 付 け

司法制度改革の推進や治安情勢の変化に伴って生じる新たな行政需要等施 策 の 概 要

を踏まえ，十分な行政機能を果たすことができるよう，執務室等の面積

が不足している施設や，長期間の使用により老朽化した施設等について

所要の整備，防災・減災対策を行う。

令和２年９月 大臣官房施設課政策評価実施時期 担当部局名

事業評価方式評 価 方 式

２．事業等の内容

（１）課題・ニーズ

神戸地方検察庁尼崎支部は，昭和39年に建築され，経年による老朽化が著しい。昭和

61年に一部増築されているが，業務の質の変化や量の増加に対応した諸室を整備するに

は面積不足である。

尼崎地方合同庁舎に入居する神戸保護観察所尼崎駐在官事務所は，尼崎支部同様に面

積不足が問題となっている。

以上のことから，いずれの官署も，利用者への対応や行政事務の円滑な遂行に支障を

来している状態にあり その解消が求められているところ これに加えて 国有財産 国， ， ， （

有地）の効率的活用のため，これらの官署を１か所に集約整備することも求められてい

る。

（２）目的・目標

検察庁及び保護観察所を集約した法務総合庁舎として整備し，老朽及び面積不足の解

消を図ると共に，業務効率を改善することで利用者へのサービス向上を図る。なお，集

約・立体化によって余剰国有地を確保することにより，国有財産の有効活用を図る。

（３）具体的内容

事業場所：兵庫県尼崎市水堂町３丁目２番28号

事業時期：令和３年度から

延べ面積：3,866平方メートル

入居庁 ：神戸地方検察庁尼崎支部

神戸保護観察所尼崎駐在官事務所

３．評価手法等

「法務省大臣官房施設課における事業評価システム」のとおりである。

４．評価の内容

（１）事業計画の必要性に関する評点が100点以上であること（別添資料４ページ 。）

事業計画の必要性：108点

・経年による建物の老朽が進んでいる上，既存庁舎は面積が不十分となっている。

（２）事業計画の合理性に関する評点が100点以上であること（別添資料５ページ 。）

事業計画の合理性：100点

・他の案 では，検察庁敷地内に必要とする規模の増築ができないことから，事業案*1

と同等の性能を確保できない。

（３）基本機能（Ｂ１）及び付加機能（Ｂ２）が適切に反映されているものを効果のある事

-19-



業計画とする。

ア 基本機能（Ｂ１） （別添資料６ページ ：133点*2 ）

・現予定地での新営整備は，周辺に道路及び鉄道等が整備され良好なアクセスが確保

されており好条件である。

イ 付加機能（Ｂ２）の評価 （別添資料７ページ）において，特に充実した取組（Ａ*3

評価 ）及び充実した取組（Ｂ評価 ）が計画されており，付加機能が適切に反映され*4 *5

ていると評価できる。

(ｱ) Ａ評価の内訳（４項目）

①人権（被疑者，被収容者，保護観察対象者等の人権に配慮した建物計画，来庁

者の人権に配慮した建物計画 ，②環境保全性（特別な省エネ機器の導入，自然エ）

， ， ），ネルギー利用のための特別な対策 断熱性向上のための特別な対策 木材利用促進

③防災性（浸水への特別な対策，保管室の防火性能の確保 ，④保安性（保安性の）

確保，保管室の防犯性能の確保）に対して特に充実した取組が計画されている。

(ｲ) Ｂ評価の内訳（１項目）

①耐用・保全性（可動間仕切の活用）に対して充実した取組が計画されている。

(ｳ) Ｃ評価の内訳（２項目）

①地域性，②ユニバーサルデザインに対して一般的な取組が計画されている。

以上（１ （２）及び（３）より，新規採択事業としての要件を満たしていると評価），

できる。

また，以下の整備を行うこと等により，感染症対策としての効果も期待できる。

・ 老朽化の解消に伴う衛生環境の改善

・ 面積不足の解消による必要十分なスペースの確保

・ 必要な設備（例：空調・換気設備，自動水栓等）の設置

５．学識経験を有する者の知見の活用

（１）実施時期

令和２年８月19日～９月８日

（２）実施方法

持ち回り審議

（３）意見及び反映内容の概要

別添「令和２年度法務省事前評価実施結果報告書（案）に対する質問・意見」番号６

～９のとおり

ア 〔意見〕

整備そのものについては特に問題ないと考える。ただし，コロナ対応についての

記載がないため，対応できているかが不明である。withコロナを見越して，コロナ

対応に関する記載が必要ではないか。

〔反映内容〕

「 ． 」 ， 。４ 評価の内容 に 新型コロナウイルス等の感染症対策について記載した

なお，飛沫感染防止パネル等の感染症防止対策は備品として整備するものであり，

施設の整備（新営工事）として実施するものではないため，予算上，本事業に含む

ことができない。

イ 〔意見〕

新たに快適性という分類で，バリアフリー，オープンスペースの設置，駐車場，

駐輪場の設置等が考えられる。それらを含め，整備方針の項目と事業計画の効果と

の対応関係をより明確化し，評価すべきではないか。

〔反映内容〕

バリアフリー及びオープンスペースについては，事業計画の効果（Ｂ２：付加機

能）における機能性（ユニバーサルデザイン）及び社会性（地域性）としてそれぞ
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*1 「他の案」

現在地（検察庁敷地）での増築・模様替えを想定したもの

*2 「基本機能（Ｂ１ 」）

基本性能（Ｂ１）が基準レベル（100点）以上のものを効果のある事業計画とする。

*3 「付加機能の評価」

事業評価の効果（Ｂ２）に関する評価指標は 「国家機関の建築物及びその附帯施設の位置，規模及び，

構造に関する基準（平成６年12月25日付け建設省告示第2379号 」を満たしているものを「一般的な取組）

が計画されている （Ｃ評価）とし，これに付加して更なる取組を行っているものについて評価するもの」

である。なお，官庁施設の計画では，同基準に定める社会性，環境保全性，機能性及び経済性について

れ評価している。また，駐車場及び駐輪場については，事業計画の効果（Ｂ１：基

本機能）における建物の規模・敷地の規模として評価している。

整備方針の項目については，多角的に評価するために，事業計画の効果（Ｂ１：

基本機能）と同（Ｂ２：付加機能）に分けて評価している。また，整備方針の項目

には，施設固有の項目が含まれているため，各施設共通の評価指標である事業計画

の効果の項目とは完全には一致しない。

御指摘を踏まえ，今後の評価においては，対応関係がより明確化されるよう，整

備方針の記載方法等を検討していきたい。

ウ 〔意見〕

取調べの録音録画設備への配慮はどのようにするのか。

〔反映内容〕

取調室等の設計に当たっては，録音・録画用機器のための配線や備品の設置につ

いて配慮している。

エ 〔意見〕

弁護人が行う証拠関係書類の閲覧謄写への配慮はどのようにするのか。

〔反映内容〕

閲覧謄写については，弁護人等の利用者の動線に配慮した専用の閲覧室を設置し

ている。

オ 〔意見〕

犯罪被害者のための整備が充実することはとても良いことだと思う。本評価では

， 。 ，地域性はＣ 防災性はＡとなっている 昨今災害による被害の甚大さ等を鑑みると

地域への貢献も視野に入れた取組であっても良いのではないかと思う。熊本地震の

際に，熊本刑務所が入浴施設等を開放したように地域貢献的な視点はないのか。

〔反映内容〕

施設の一部開放といった地域住民との連携（地域への貢献）については重要な取

組であると認識している。現時点では，こうした取組について明確な取決め等がな

いことから評価をしていないが，今後，地域のニーズに応じて，設計・運用等の各

段階で検討する。なお，実施することとなった場合は，事後評価（施設の供用開始

から５年経過後）の際に適切に評価を行う。

６．施策に関係する内閣の重要政策（施政方針演説等のうち主なもの）

なし

７．政策評価を行う過程において使用した資料その他の情報

なし

８．備考
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*4 「Ａ評価」

Ｂ評価に加えた取組が計画されていると評価される場合

*5 「Ｂ評価」

Ｃ評価に加えた取組が計画されていると評価される場合

の基準を満たすことが必要とされている。
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尼崎法務総合庁舎新営工事

事　業　評　価　資　料
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〔裁判所〕

行政施設，交通施設，現在地，

計画地

1

2

移動距離：0.05ｋｍ

１　計画地周辺状況

凡例　主要施設

施設名：神戸地方裁判所尼崎支部

阪神線尼崎駅より徒歩約9分，JR尼崎駅より徒歩約28分

官署No.
［鉄道］

官署名称
アプローチ

JR立花駅より徒歩約12分　神戸地方検察庁尼崎支部

　神戸保護観察所尼崎駐在官事務所

○○

N

神戸地方裁判所尼崎支部

神戸地方検察庁尼崎支部
（計画予定地）

ＪＲ立花駅

300m

神戸保護観察所尼崎駐在官事務所
（尼崎地方合同庁舎）

ＪＲ尼崎駅

阪神線尼崎駅
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○ 検察庁

目的

来庁者対応機能 ○ 情報提供スペース，情報公開窓口の充実

の充実 ・確定記録等の閲覧スペースの確保

検察業務への理解

○ バリアフリー化

・障がい者及び高齢者のための機能の充実

○ 駐車場の充実

・必要駐車台数の確保

・外部からの視線が届かない降車場の設置

犯罪被害者等 ○ 犯罪被害者等への配慮

への配慮 ・犯罪被害者等のためのカウンセリング室の設置

・犯罪被害者等の心情及びプライバシーへの配慮

・被疑者と交わらない経路計画

業務効率，検察官 ○ 調室機能の充実

支援機能の充実 ・調室の面積不足の解消

・調室の増加

・プライバシーの確保（遮音性等の確保）

・協働執務体制への配慮

○ 付随機能等の充実

・各待合室及び控室の充実

・調室補助機能の充実

○ 窓口機能の充実

・事件の受理窓口等の充実

・罰金等の徴収窓口及び待合室の充実

○ 保管機能の充実

・証拠品庫，記録保管庫及び資料室のスペースの充実

・証拠品庫，記録保管庫及び資料室の位置及び搬送経路の改善

・セキュリティの充実

・適切な保存機能の確保（空調設備等の設置等）

防犯性の向上 ○ 被疑者等専用経路及び待合室等の充実

・被疑者等専用経路の確保

・被疑者等専用待合室の確保

２　整備方針

方針

検
察
業
務
の
質
的
・
量
的
変
化
へ
の
対
応
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○ 保護観察所

目的

来庁者対応機能 ○待合機能，情報提供機能の充実

の充実 ・待合のためのスペース確保

○バリアフリー化

・障がい者及び高齢者のための機能の充実

○駐車場の充実

・必要駐車台数の確保

犯罪被害者等 ○犯罪被害者等への配慮

への配慮 ・専用待合室の設置

・犯罪被害者等の心情及びプライバシーへの配慮

・保護観察対象者との区域分離

保護観察官， ○面接，調査機能の充実

社会復帰調整官 ・面接，調査室の面積不足解消

支援機能の充実 ・面接，調査室の増加

・プライバシーの確保（遮音性等の確保）

○医療観察機能の充実

・生活指導室の設置

○付随機能等の充実

・各待合室等の充実

・集団処遇室の設置

○ 共通

環境負荷の小さな ○周辺環境の配慮

施設づくり ・地域風土を考慮した計画

○ライフサイクルコストの低減，省エネ，省資源

・負荷の抑制

・自然エネルギーの利用

・エネルギー資源の有効利用

○環境負荷の少ない材料の選択

・自然材料の利用

・リサイクル材料の利用

フレキシビリティ ○施設のフレキシビリティの向上

の向上 ・構造体の長寿命化

（耐久性のある材料及び工法の採用）

保
護
観
察
業
務
の
質
的
・
量
的
変
化
へ
の
対
応

方針

（ライフサイクルコスト：施設の建設，維持管理，改修，取り壊しに必要な総費用）

方針
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事
業
計
画
の
必
要
性
に
関
す
る
評
価
指
標

●
建
替
等
の
場
合

計
画
理
由

内
　
容

備
　
　
考

１
０
０

９
０

８
０

７
０

６
０

５
０

４
０

木
造

保
安
度
2
,5
0
0
以
下

3
,0
0
0
以
下

3
,5
0
0
以
下

4
,0
0
0
以
下

4
,5
0
0
以
下

5
,0
0
0
以
下

6
,0
0
0
以
下

老
朽

非
木
造

現
存
率
5
0
％
以
下
又
は
経
年
，

被
災
等
に
よ
り
構
造
耐
力
が
著

し
く
低
下
し
，
非
常
に
危
険
な
状

態
に
あ
る
も
の

６
０
％
以
下
　
同

左
７
０
％
以
下
　

　
同
左

８
０
％
以
下
　
同

左

災
害
危
険
地
域
又
は
気
象
条
件
の

極
め
て
過
酷
な
場
所
に
あ
る
場
合
，

1
0
点
加
算
す
る
。

狭
あ
い

（
面
積
不
足
）

庁
舎
面
積

面
積
率
０
．
５
以
下

０
．
５
５
以
下

０
．
６
０
以
下

０
．
６
５
以
下

０
．
７
０
以
下

０
．
７
５
以
下

０
．
８
０
以
下

敷
地
等
の
関
係
で
増
築
が
不
可
能

な
場
合
に
の
み
，
新
営
の
主
理
由

と
し
て
取
り
上
げ
る
。

8

立
退
要
求
が
あ
る
場
合

借
用
期
限
が
切

れ
即
刻
立
退
が

必
要
な
も
の

期
限
付
き
立
退

要
求
の
も
の

な
る
べ
く
速
や
か
に

返
還
す
べ
き
も
の

借
用
返
還

返
還
す
べ
き
場
合
，
関
係
団

体
よ
り
借
り
上
げ
の
場
合
又

は
借
料
が
高
額
の
場
合

緊
急
に
返
還
す
べ
き
も
の

な
る
べ
く
速
や
か
に

返
還
す
べ
き
も
の

分
散

事
務
能
率
低
下
，
連
絡
困
難

２
ヶ
所
以
上
に
分
散
，
相
互
距
離
が
１

km
以
上
で
（
同
一
敷
地
外
）
，
業
務
上

著
し
く
支
障
が
あ
る
も
の

２
ヶ
所
以
上
に
分
散
，
相
互
距
離
が

3
0
0
m
以
上
で
（
同
一
敷
地
外
）
，
業
務

上
非
常
に
支
障
が
あ
る
も
の

同
一
敷
地
内
に
分
散
，
業
務
上
支
障

が
あ
る
も
の

相
互
距
離
は
，
通
常
利
用
す
る
道

路
の
延
長
と
す
る
。

街
路
，
公
園
及
び
区
画
整
理

等
都
市
計
画
事
業
施
行
地

周
囲
が
区
画
整
理
等
施
行
済
み

で
当
該
施
行
分
だ
け
が
残
っ
て

い
る
も
の

区
画
整
理
等
施

行
中
で
早
く
立
退

か
な
い
と
妨
害
と

な
る
も
の

区
画
整
理
等
が

事
業
決
定
済
で

あ
る
も
の
（
年
度

別
決
定
済
）

区
画
整
理
等
が
計
画
決
定
済
で
あ
る

も
の

シ
ビ
ッ
ク
コ
ア
計
画
に
基
づ
く
も
の

の
う
ち
，
シ
ビ
ッ
ク
コ
ア
内
の
当
該
施

行
分
を
除
く
施
設
、
関
連
都
市
整
備

事
業
等
全
て
が
整
備
済
の
も
の
は
7

点
，
全
て
が
整
備
済
ま
た
は
建
設

中
の
も
の
は
4
点
を
加
算
す
る
。

都
市
計
画
の
関
係

地
域
性
上
の
不
適

都
市
計
画
的
に
み
て
，
地
域
性
上
著
し

い
障
害
の
あ
る
も
の
又
は
防
火
地
区

若
し
く
は
準
防
火
地
区
に
あ
る
木
造
建

築
で
防
火
度
5
0
点
以
下
の
も
の

６
０
点
以
下

都
市
計
画
的
に
み
て
，
地
域
性
上
障

害
の
あ
る
も
の
，
又
は
防
火
地
区
若
し

く
は
準
防
火
地
区
に
あ
る
木
造
建
物
で

防
火
度
7
0
点
以
下
の
も
の

８
０
点
以
下

都
市
計
画
的
に
み
て
，
地
域
性
上
好

ま
し
く
な
い
も
の
又
は
防
火
地
区
若
し
く

は
準
防
火
地
区
に
あ
る
木
造
建
物
で

防
火
度
1
0
0
点
未
満
の
も
の

立
地
条
件
の
不
良

位
置
の
不
適

位
置
が
不
適
当
で
業
務
上
非
常
な
支

障
を
来
し
て
い
る
も
の
又
は
公
衆
に
非

常
に
不
便
を
及
ぼ
し
て
い
る
も
の

位
置
が
不
適
当
で
業
務
上
支
障
を
来

し
て
い
る
も
の
又
は
公
衆
に
不
便
を
及

ぼ
し
て
い
る
も
の

位
置
が
不
適
当
で
業
務
上
又
は
環
境

上
好
ま
し
く
な
い
も
の

地
盤
の
不
良

地
盤
沈
下
，
低
湿
地
又
は
排
水

不
良
等
で
維
持
管
理
が
不
可
能

に
近
い
も
の

地
盤
沈
下
，
低
湿
地
又
は
排
水
不
良

等
で
維
持
管
理
が
著
し
く
困
難
な
も
の

地
盤
沈
下
，
低
湿
地
又
は
排
水
不
良

等
で
維
持
管
理
が
困
難
な
も
の

地
盤
沈
下
，
低
湿
地
又
は
排
水
不
良

等
で
維
持
管
理
上
好
ま
し
く
な
い
も
の

施
設
の
不
備

必
要
施
設
の
不
備

施
設
が
不
備
の
た
め
業
務
の
遂

行
が
著
し
く
困
難
な
も
の

施
設
が
不
備
の
た
め
業
務
の
遂
行
が

困
難
な
も
の

施
設
が
不
備
の
た
め
業
務
の
遂
行
に

支
障
を
来
し
て
い
る
も
の

施
設
が
不
備
の
た
め
業
務
上
好
ま
し
く

な
い
も
の
又
は
来
庁
者
の
利
用
上
著

し
く
支
障
が
あ
る
も
の

敷
地
等
の
関
係
で
増
築
が
不
可
能

な
場
合
に
の
み
，
新
営
の
主
理
由

と
し
て
取
り
上
げ
る
。

衛
生
条
件
の
不
良

採
光
，
換
気
不
良

法
令
に
よ
る
基
準
よ
り
は
る
か
に
低
い

も
の

法
令
に
よ
る
基
準
よ
り
相
当
低
い
も
の

法
令
に
よ
る
基
準
以
下
で
あ
る
も
の

新
設
新
営
の
主
理
由
と
し
て
取
り
上

げ
な
い
。

法
令
等

法
令
等
に
基
づ
く
整
備

法
令
，
閣
議
決
定
等
に
基
づ
き

整
備
が
必
要
な
も
の

国
の
行
政
機
関
等
の
移
転
及
び
機

構
統
廃
合
等
に
適
用
す
る
。
た
だ

し
，
機
構
統
廃
合
に
よ
る
場
合
は
主

理
由
と
し
て
取
り
上
げ
な
い
。

1
0

1
0
8

加
算
点
（
法
務
総
合
庁
舎
計
画
等
）

合
計

　３　事業計画の必要性

評
点

9
0

　
評
　
点

主
要

素
従
要

素
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事業計画の合理性に関する評価指標

評点 評価

下記のいずれかに当てはまる。

・同等の性能を確保できる他の案との経済比較を行った際に，事業案の方が経済的であ
ると評価される場合。

・同等の性能を確保できる他の案との経済比較を行った際に，リスク等の総合判断によ
り事業案の方が合理的であると評価される場合。

・他の案では，事業案と同等の性能を確保できないと評価される場合。

０点 上記のいずれにも当てはまらない。

１００点

　４　事業計画の合理性
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事
業
計
画
の
効
果
（
B
1
)に
関
す
る
評
価
指
標

分
　
類

1
.1

1
0
.9

0
.8

0
.7

0
.5

位
　
置

用
地
取
得
の
見
込

取
得
済
み
，
現
地
建
替

国
有
地
の
所
管
替
予
定
，
公
有
地
等

の
借
用
予
定
，
建
設
ま
で
に
用
地
取

得
の
計
画
あ
り
，
又
は
民
有
地
を
長

期
間
借
用
可
能
な
も
の

建
設
ま
で
の
用
地
取
得
計
画
が
不

明
確

敷
地
未
定

災
害
防
止
・
環
境
保
全

自
然
条
件
が
災
害
防
止
・
環
境
保
全

上
良
好

自
然
条
件
の
不
備
を
技
術
的
に
解

消
で
き
る

自
然
条
件
に
災
害
防
止
・
環
境
保
全

上
や
や
支
障
が
あ
る

自
然
条
件
に
災
害
防
止
，
環
境
保
全

上
著
し
い
支
障
が
あ
る

ア
ク
セ
ス
の
確
保

周
辺
に
道
路
・
鉄
道
等
が
整
備
済
み
整
備
の
見
込
あ
り

整
備
の
見
込
な
し

都
市
計
画
・
土
地
利
用
計
画
等
と
の
整
合
性

都
市
計
画
・
土
地
利
用
計
画
シ
ビ
ッ

ク
コ
ア
地
区
整
備
計
画
等
に
積
極
的

に
貢
献

都
市
計
画
等
と
整
合

条
件
整
備
に
よ
り
都
市
計
画
等
と
の

整
合
が
可
能

都
市
計
画
等
と
整
合
し
な
い

敷
地
形
状

敷
地
が
有
効
に
利
用
で
き
る
形
状
で

あ
り
，
安
全
・
円
滑
に
出
入
り
で
き
る

構
造
の
道
路
等
に
接
し
て
い
る

敷
地
が
有
効
に
利
用
で
き
る
形
状
で

は
な
い

安
全
・
円
滑
に
出
入
り
で
き
る
構
造

の
道
路
等
に
接
し
て
い
な
い

規
　
模

建
築
物
の
規
模

業
務
内
容
等
に
応
じ
，
適
切
な
規
模

が
設
定
さ
れ
，
敷
地
の
高
度
利
用
に

つ
い
て
配
慮
し
て
い
る

業
務
内
容
等
に
応
じ
，
適
切
な
規
模

が
設
定
さ
れ
て
い
る

規
模
と
業
務
内
容
等
と
の
関
連
が
不

明
確

規
模
未
定

敷
地
の
規
模

駐
車
場
，
緑
地
等
に
必
要
な
面
積
が

確
保
さ
れ
て
い
る

建
築
物
の
規
模
に
応
じ
適
切
な
規

模
と
な
っ
て
い
る

駐
車
場
等
の
確
保
に
支
障
が
あ
る

構
　
造

単
独
庁
舎
，

単
独
庁
舎
の
場
合

単
独
庁
舎
と
し
て
の
整
備
が
適
当

総
合
庁
舎
又
は
合
同
庁
舎
計
画
と
の

調
整
が
必
要

総
合
庁
舎
又
は
合
同
庁
舎
計
画
と
し

て
の
整
備
が
必
要

総
合
庁
舎

と
し
て
の

総
合
庁
舎
の
場
合

総
合
庁
舎
と
し
て
の
整
備
条
件
が

整
っ
て
い
る

総
合
庁
舎
と
し
て
の
整
備
条
件
が

整
っ
て
い
な
い

整
備
条
件

機
能
性
等

適
切
な
構
造
，
機
能
と
し
て
計
画
さ

れ
て
い
る

標
準
的
な
構
造
と
し
て
計
画
さ
れ
て

い
る
。
又
は
，
特
殊
な
施
設
で
必
要

な
機
能
等
が
満
足
さ
れ
る
計
画
で
あ

る

適
切
な
構
造
，
機
能
と
し
て
計
画
さ

れ
て
い
な
い

標
準
的
な
構
造
が
確
保
で
き
な
い
お

そ
れ
が
あ
る
。
又
は
，
特
殊
な
施
設

で
必
要
な
機
能
等
が
満
足
さ
れ
な
い

お
そ
れ
が
あ
る

評
点
（
各
係
数
の
積
×
1
0
0
倍
）

1
3
31
.1

1
.0

1
.0

項
　
目

　
係
　
数

評
点

1
.1

　５　事業計画の効果（Ｂ１）

1
.0

1
.0

1
.0

1
.0

1
.1
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事業計画の効果（Ｂ２）に関する評価指標

分類 評価項目 評価 取組状況

Ａ 特に充実した取組が計画されている

Ｂ 充実した取組が計画されている

Ｃ 一般的な取組が計画されている

Ａ 特に充実した取組が計画されている

Ｂ 充実した取組が計画されている

Ｃ 一般的な取組が計画されている

Ａ 特に充実した取組が計画されている

Ｂ 充実した取組が計画されている

Ｃ 一般的な取組が計画されている

Ａ 特に充実した取組が計画されている

Ｂ 充実した取組が計画されている

Ｃ 一般的な取組が計画されている

Ａ 特に充実した取組が計画されている

Ｂ 充実した取組が計画されている

Ｃ 一般的な取組が計画されている

Ａ 特に充実した取組が計画されている

Ｂ 充実した取組が計画されている

Ｃ 一般的な取組が計画されている

Ａ 特に充実した取組が計画されている

Ｂ 充実した取組が計画されている

Ｃ 一般的な取組が計画されている

経済性 耐用・保全性

機能性

ユニバーサルデザイン
（建物内）

防災性

保安性

　６　事業計画の効果（Ｂ２）

社会性

地域性

人権

環境保全性 環境保全性
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事
業
計
画
の
効
果
（
Ｂ
２
）
に
関
す
る
評
価
指
標
（
尼
崎
法
務
総
合
庁
舎
）

分
類

評
価
項
目

取
組
内
容

実
例
な
ど

・
地
方
公
共
団
体
，
地
域
の
協
議
会
，
商
店
街
等
と
の
連
携

Ａ
：
３
つ
以
上
該
当

・
既
存
建
造
物
（
歴
史
的
建
築
物
）
の
有
効
利
用

Ｂ
：
２
つ
以
上
該
当

・
跡
地
の
有
効
活
用

Ｃ
：
１
つ
以
下

・
地
域
性
の
あ
る
材
料
の
採
用

・
地
域
住
民
と
の
連
携

・
オ
ー
プ
ン
ス
ペ
ー
ス
の
設
置

・
景
観
性

・
地
域
住
民
の
人
権
に
配
慮
し
た
建
物
計
画

Ａ
：
２
つ
以
上
該
当

・
被
疑
者
，
被
収
容
者
，
保
護
観
察
対
象
者
等
の
人
権
に
配
慮
し
た
建
物
計
画

来
庁
者
と
の
動
線
分
離
（
護
送
用
車
両
専
用
車
庫
）

Ｂ
：
１
つ
該
当

・
来
庁
者
の
人
権
に
配
慮
し
た
建
物
計
画

犯
罪
被
害
者
，
面
会
人
等
と
一
般
来
庁
者
と
の
動
線
分
離
（
個
別
相
談
室
）

Ｃ
：
該
当
な
し

・
特
別
な
省
エ
ネ
機
器
の
導
入

照
明
制
御
（
人
感
セ
ン
サ
ー
）

Ａ
：
４
つ
以
上
該
当

・
緑
化
の
た
め
の
特
別
な
対
策

Ｂ
：
２
つ
以
上
該
当

・
自
然
エ
ネ
ル
ギ
ー
利
用
の
た
め
の
特
別
な
対
策

太
陽
光
発
電

Ｃ
：
１
つ
以
下

・
水
資
源
の
有
効
活
用
の
た
め
の
特
別
な
対
策

・
断
熱
性
向
上
の
た
め
の
特
別
な
対
策

高
性
能
ガ
ラ
ス
（
Ｌ
ｏ
ｗ
－
Ｅ
ガ
ラ
ス
，
ペ
ア
ガ
ラ
ス
）

・
木
材
利
用
促
進

内
装
材
の
木
材
化

・
建
築
物
移
動
等
円
滑
化
誘
導
基
準
を
満
た
し
た
上
で
，
特
に
ユ
ニ
バ
ー
サ
ル
デ
ザ
イ
ン
へ
の
配
慮

を
達
成
し
て
い
る
。

Ａ
評
価

・
建
築
物
移
動
等
円
滑
化
誘
導
基
準
を
満
た
し
て
い
る
。

Ｂ
評
価

・
建
築
物
移
動
等
円
滑
化
基
準
を
満
た
し
て
い
る
。
又
は
建
築
物
移
動
等
円
滑
化
基
準
の
適
用
対

象
外
施
設
で
あ
る
。

Ｃ
評
価

・
火
災
へ
の
特
別
な
対
策

Ａ
：
２
つ
以
上
該
当

・
浸
水
へ
の
特
別
な
対
策

電
気
室
を
Ｇ
Ｌ
以
上
に
設
置

Ｂ
：
１
つ
該
当

・
強
風
へ
の
特
別
な
対
策

Ｃ
：
該
当
な
し

・
落
雷
へ
の
特
別
な
対
策

・
構
造
体
に
係
る
業
務
継
続
の
た
め
の
特
別
な
対
策

・
ラ
イ
フ
ラ
イ
ン
に
係
る
業
務
継
続
の
た
め
の
特
別
な
対
策

・
災
害
時
の
対
策

・
保
管
室
の
防
火
性
能
の
確
保

防
火
建
具
，
防
火
設
備
(F
D
)，
耐
火
間
仕
切

・
保
安
性
の
確
保

押
送
用
車
両
専
用
車
庫
（
シ
ャ
ッ
タ
ー
付
）

Ａ
：
２
つ
以
上
該
当

・
被
疑
者
，
被
収
容
者
，
保
護
観
察
対
象
者
の
監
視
を
容
易
に
す
る
工
夫

Ｂ
：
１
つ
該
当

・
保
管
室
の
防
犯
性
能
の
確
保

生
体
認
証
装
置

Ｃ
：
該
当
な
し

・
将
来
の
模
様
替
え
に
配
慮
し
た
階
高
の
確
保

Ａ
：
２
つ
以
上
該
当

・
将
来
の
機
器
更
新
に
配
慮
し
た
設
備
ス
ペ
ー
ス
の
確
保

Ｂ
：
１
つ
該
当

・
可
動
間
仕
切
の
活
用

可
動
間
仕
切

Ｃ
：
該
当
な
し

・
清
掃
を
容
易
に
す
る
た
め
の
取
組

・
メ
ン
テ
ナ
ン
ス
を
容
易
に
す
る
工
夫

・
増
築
可
能
な
建
物
配
置

地
域
性

Ａ

環
境
保
全
性

保
安
性

機
能
性

評
価

経
済
性

耐
用
・
保
全
性

Ｂ

社
会
性

Ａ
環
境
保
全
性

ＡＣ

ユ
ニ
バ
ー
サ
ル
デ
ザ
イ
ン

人
権

ＡＣ

防
災
性
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令和２年度事前評価実施結果報告書

１．施策名等

施設の整備（岡崎医療刑務所新営工事）施 策 名

法務行政全般の円滑かつ効率的な運営政 策 体 系 上

（Ⅶ－15－（2 ）の 位 置 付 け ）

司法制度改革の推進や治安情勢の変化に伴って生じる新たな行政需要等施 策 の 概 要

を踏まえ，十分な行政機能を果たすことができるよう，執務室等の面積

が不足している施設や，長期間の使用により老朽化した施設等について

所要の整備，防災・減災対策を行う。

令和２年９月 大臣官房施設課政策評価実施時期 担当部局名

事業評価方式評 価 方 式

２．事業等の内容

（１）課題・ニーズ

既存施設は，昭和37年に建築された建物であり，経年による建物や設備の老朽化が著

しいことに加え，所要の耐震強度が不足している。また，医療刑務所であるものの，建

物設備等に著しい機能不備が生じており，効果的な医療措置及び行政事務の円滑な遂行

に支障を来している。

（２）目的・目標

， ， ，名古屋刑務所敷地内一画に 岡崎医療刑務所の整備を行い 現状施設の耐震強度不足

老朽及び機能不備の解消を図ることを目的とする。

（３）具体的内容

事業場所：愛知県みよし市ひばりヶ丘１丁目１番地

事業時期：令和３年度から

延べ面積：9,830平方メートル

入居庁 ：岡崎医療刑務所

３．評価手法等

「法務省大臣官房施設課における事業評価システム」のとおりである。

４．評価の内容

（１）事業計画の必要性に関する評点が100点以上であること（別添資料３ページ 。）

事業計画の必要性：106点

・経年による建物の老朽が進んでいる上，耐震基準を満たしていない。

（２）事業計画の合理性に関する評点が100点以上であること（別添資料４ページ 。）

事業計画の合理性：100点

・名古屋刑務所敷地内に移転・集約整備することで，医療機能の充実強化及び施設運
*1

営業務の合理化等を目的とするものであることから 同等の性能が確保できる他の案，

は実現不可能である。

（３）基本機能（Ｂ１）及び付加機能（Ｂ２）が適切に反映されているものを効果のある事

業計画とする。

ア 基本機能（Ｂ１） （別添資料５ページ ： 点
*2

） 133
・周辺に道路及び鉄道等が整備され良好なアクセスが確保されており好条件である。

イ 付加機能（Ｂ２）の評価 （別添資料６ページ）において，特に充実した取組（Ａ
*3

評価 ）及び充実した取組（Ｂ評価 ）が計画されており，付加機能が適切に反映され
*4 *5

ていると評価できる。
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（ア）Ａ評価の内訳（２項目）

①人権（地域住民の人権に配慮した建物計画，被収容者等の人権に配慮した建物

計画）及び②保安性（保安性の確保，被収容者等の監視を容易にする工夫，保管室

の防犯性能の確保）に対して特に充実した取組が計画されている。

（イ）Ｂ評価の内訳（２項目）

①環境保全性（特別な省エネ機器の導入，自然エネルギー利用のための特別な対

策，木材利用促進）及び②耐用・保全性（可動間仕切の活用）に対して充実した取

組が計画されている。

（ウ）Ｃ評価の内訳（３項目）

①地域性，②ユニバーサルデザイン及び③防災性に対して一般的な取組が計画さ

れている。

以上（１ （２）及び（３）より，新規採択事業としての要件を満たしていると評価），

できる。

また，以下の整備を行うこと等により，感染症対策としての効果も期待できる。

・ 老朽化の解消に伴う衛生環境の改善

・ 面積不足の解消による必要十分なスペースの確保

・ 必要な設備（例：空調・換気設備，自動水栓等）の設置

さらに，以下の整備を計画しており，熱中症対策としての効果も期待できる。

・ 収容居室を含む居室エリア等へ冷房を含む空気調和設備を設置

５．学識経験を有する者の知見の活用

（１）実施時期

令和２年８月19日～９月８日

（２）実施方法

持ち回り審議

（３）意見及び反映内容の概要

別添「令和２年度法務省事前評価実施結果報告書（案）に対する質問・意見」番号10

～12のとおり

ア 〔意見〕

整備そのものについては特に問題ないと考える。ただし，コロナ対応についての

記載がないため，対応できているかが不明である。 コロナを見越して，コロナwith
対応に関する記載が必要ではないか。

〔反映内容〕

「４．評価の内容」に，新型コロナウイルス等の感染症対策について記載した。

， ，なお 飛沫感染防止パネル等の感染症防止対策は備品として整備するものであり

施設の整備（新営工事）として実施するものではないため，予算上，本事業に含

むことができない。

イ 〔意見〕

新たに快適性という分類で，バリアフリー，オープンスペースの設置，駐車場，

駐輪場の設置等が考えられる。それらを含め，整備方針の項目と事業計画の効果と

の対応関係をより明確化し，評価すべきではないか。

〔反映内容〕

バリアフリー及びオープンスペースについては，事業計画の効果（Ｂ２：付加機

能）における機能性（ユニバーサルデザイン）及び社会性（地域性）としてそれぞ

れ評価している。また，駐車場及び駐輪場については，事業計画の効果（Ｂ１：基

本機能）における建物の規模・敷地の規模として評価している。

整備方針の項目については，多角的に評価するために，事業計画の効果（Ｂ１：

基本機能）と同（Ｂ２：付加機能）に分けて評価している。また，整備方針の項目
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「他の案」*1
現在地での耐震改修及び増築を想定したもの

「基本機能（Ｂ１ 」*2 ）

基本性能（Ｂ１）が基準レベル（ 点）以上のものを効果のある事業計画とする。100
「付加機能の評価」*3
事業評価の効果（Ｂ２）に関する評価指標は 「国家機関の建築物及びその附帯施設の位置，規模及び，

構造に関する基準（平成６年 月 日付け建設省告示第 号 」を満たしているものを「一般的な12 25 2379 ）

取組が計画されている （Ｃ評価）とし，これに付加して更なる取組を行っているものについて評価する」

ものである。なお，官庁施設の計画では，同基準に定める社会性，環境保全性，機能性及び経済性につ

いての基準を満たすことが必要とされている。

「Ａ評価」*4
Ｂ評価に加えた取組が計画されていると評価される場合

「Ｂ評価」*5
Ｃ評価に加えた取組が計画されていると評価される場合

には，施設固有の項目が含まれているため，各施設共通の評価指標である事業計画

の効果の項目とは完全には一致しない。

御指摘を踏まえ，今後の評価においては，対応関係がより明確化されるよう，整

備方針の記載方法等を検討していきたい。

ウ 〔意見〕

熱中症への対策はどのように行っているのか。

〔反映内容〕

「４．評価の内容」に，熱中症対策について記載した。

６．施策に関係する内閣の重要政策（施政方針演説等のうち主なもの）

なし

７．政策評価を行う過程において使用した資料その他の情報

なし

８．備考
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岡崎医療刑務所新営工事

事　業　評　価　資　料
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行政施設，交通施設，現在地，

計画地

1 岡崎医療刑務所

官署No.
［鉄道］

官署名称
アプローチ

名鉄三好ケ丘駅より徒歩約20分

１　計画地周辺状況

凡例　主要施設

N

○○

国土地理院標準地図

300m 600m

名鉄三好ヶ丘駅

名古屋刑務所

岡崎医療刑務所

（計画予定地）

岡崎医療刑務所

（計画予定地：みよし市）

岡崎医療刑務所
（現在地：岡崎市）

名古屋市

現在地⇔計画予定地

距離 ：約３３km
移動時間 ：車 約４０分
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○ 岡崎医療刑務所

目的

○景観への配慮

　・周囲の景観に調和した施設計画

○安全性の確保

　・外部からの視線の制御

　・保安管理体制の確保（逃走防止等への配慮）

　・外部からの侵害行為に対する配慮

の充実 　・面会室，待合室の充実

○バリアフリー化

　・障がい者及び高齢者等のための機能の充実

円滑な業務の遂行 ○調室，面接調査室等の機能改善

　・調室，面接調査室等の充実

医療機能の充実 ○施設機能の充実のための配慮等

　・医療機能の充実のための病棟への配慮

　・疾病の複雑化及び多様化に対応できる医療設備の充実

被収容者の ○居室（単独室，共同室）の機能改善

処遇，生活環境の 　・居室（単独室，共同室）の採光，通風等良好な環境の確保

改善

職員の執務環境の ○機能改善

向上 　・執務スペースの充実

　・ＩＴ化への対応

環境負荷の小さな ○周辺環境の配慮

施設づくり 　・地域風土を考慮した計画

○ライフサイクルコストの低減，省エネ，省資源

　・負荷の抑制

　・自然エネルギーの利用

　・エネルギー資源の有効利用

○環境負荷の少ない材料の選択

　・自然材料の利用

　・リサイクル材料の利用

フレキシビリティ ○施設のフレキシビリティの向上

の向上 　・構造体の長寿命化

　（耐久性のある材料及び工法の採用）

矯
正
業
務
の
維
持
・
向
上

地域との調和

来訪者対応機能 ○面会待合室，面会室等の機能改善

（ライフサイクルコスト：施設の建設，維持管理，改修及び取壊しに必要な総費用）

２　整備方針

方針
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事
業
計
画
の
必
要
性
に
関
す
る
評
価
指
標

●
建
替
等
の
場
合

計
画
理
由

内
　
容

備
　
　
　
考

１
０
０

９
０

８
０

７
０

６
０

５
０

４
０

木
造

保
安
度
2
,5
0
0
以
下

3
,0
0
0
以
下

3
,5
0
0
以
下

4
,0
0
0
以
下

4
,5
0
0
以
下

5
,0
0
0
以
下

6
,0
0
0
以
下

老
朽

非
木
造

現
存
率
5
0
％
以
下
又
は
経
年
，

被
災
等
に
よ
り
構
造
耐
力
が
著

し
く
低
下
し
，
非
常
に
危
険
な
状

態
に
あ
る
も
の

６
０
％
以
下
　
同

左
７
０
％
以
下
　
　
　
　
　
　
同
左

８
０
％
以
下
　
同

左

災
害
危
険
地
域
又
は
気
象
条
件
の

極
め
て
過
酷
な
場
所
に
あ
る
場

合
，
1
0
点
加
算
す
る
。

狭
あ
い

（
面
積
不
足
）

庁
舎
面
積

面
積
率
０
．
５
以
下

０
．
５
５
以
下

０
．
６
０
以
下

０
．
６
５
以
下

０
．
７
０
以
下

０
．
７
５
以
下

０
．
８
０
以
下

敷
地
等
の
関
係
で
増
築
が
不
可
能

な
場
合
に
の
み
，
新
営
の
主
理
由

と
し
て
取
り
上
げ
る
。

立
退
要
求
が
あ
る
場
合

借
用
期
限
が
切

れ
即
刻
立
退
が

必
要
な
も
の

期
限
付
き
立
退

要
求
の
も
の

な
る
べ
く
速
や
か

に
返
還
す
べ
き
も

の

借
用
返
還

返
還
す
べ
き
場
合
，
関
係
団

体
よ
り
借
り
上
げ
の
場
合
又

は
借
料
が
高
額
の
場
合

緊
急
に
返
還
す
べ
き
も
の

な
る
べ
く
速
や
か

に
返
還
す
べ
き
も

の

分
散

事
務
能
率
低
下
，
連
絡
困
難

２
ヶ
所
以
上
に
分
散
，
相
互
距
離
が
１

km
以
上
で
（
同
一
敷
地
外
）
，
業
務
上

著
し
く
支
障
が
あ
る
も
の

２
ヶ
所
以
上
に
分
散
，
相
互
距
離
が

3
0
0
m
以
上
で
（
同
一
敷
地
外
）
，
業
務

上
非
常
に
支
障
が
あ
る
も
の

同
一
敷
地
内
に
分
散
，
業
務
上
支
障

が
あ
る
も
の

相
互
距
離
は
，
通
常
利
用
す
る
道

路
の
延
長
と
す
る
。

街
路
，
公
園
及
び
区
画
整
理

等
都
市
計
画
事
業
施
行
地

周
囲
が
区
画
整
理
等
施
行
済
み

で
当
該
施
行
分
だ
け
が
残
っ
て

い
る
も
の

区
画
整
理
等
施

行
中
で
早
く
立
退

か
な
い
と
妨
害
と

な
る
も
の

区
画
整
理
等
が

事
業
決
定
済
で

あ
る
も
の
（
年
度

別
決
定
済
）

区
画
整
理
等
が
計
画
決
定
済
で
あ
る

も
の

シ
ビ
ッ
ク
コ
ア
計
画
に
基
づ
く
も
の

の
う
ち
，
シ
ビ
ッ
ク
コ
ア
内
の
当
該

施
行
分
を
除
く
施
設
、
関
連
都
市
整

備
事
業
等
全
て
が
整
備
済
の
も
の

は
7
点
，
全
て
が
整
備
済
ま
た
は
建

設
中
の
も
の
は
4
点
を
加
算
す
る
。

都
市
計
画
の
関
係

地
域
性
上
の
不
適

都
市
計
画
的
に
み
て
，
地
域
性
上
著

し
い
障
害
の
あ
る
も
の
又
は
防
火
地

区
若
し
く
は
準
防
火
地
区
に
あ
る
木
造

建
築
で
防
火
度
5
0
点
以
下
の
も
の

６
０
点
以
下

都
市
計
画
的
に
み
て
，
地
域
性
上
障

害
の
あ
る
も
の
，
又
は
防
火
地
区
若
し

く
は
準
防
火
地
区
に
あ
る
木
造
建
物
で

防
火
度
7
0
点
以
下
の
も
の

８
０
点
以
下

都
市
計
画
的
に
み
て
，
地
域
性
上
好

ま
し
く
な
い
も
の
又
は
防
火
地
区
若
し
く

は
準
防
火
地
区
に
あ
る
木
造
建
物
で

防
火
度
1
0
0
点
未
満
の
も
の

立
地
条
件
の
不
良

位
置
の
不
適

位
置
が
不
適
当
で
業
務
上
非
常
な
支

障
を
来
し
て
い
る
も
の
又
は
公
衆
に
非

常
に
不
便
を
及
ぼ
し
て
い
る
も
の

位
置
が
不
適
当
で
業
務
上
支
障
を
来

し
て
い
る
も
の
又
は
公
衆
に
不
便
を
及

ぼ
し
て
い
る
も
の

位
置
が
不
適
当
で
業
務
上
又
は
環
境

上
好
ま
し
く
な
い
も
の

地
盤
の
不
良

地
盤
沈
下
，
低
湿
地
又
は
排
水

不
良
等
で
維
持
管
理
が
不
可
能

に
近
い
も
の

地
盤
沈
下
，
低
湿
地
又
は
排
水
不
良

等
で
維
持
管
理
が
著
し
く
困
難
な
も
の

地
盤
沈
下
，
低
湿
地
又
は
排
水
不
良

等
で
維
持
管
理
が
困
難
な
も
の

地
盤
沈
下
，
低
湿
地
又
は
排
水
不
良

等
で
維
持
管
理
上
好
ま
し
く
な
い
も
の

施
設
の
不
備

必
要
施
設
の
不
備

施
設
が
不
備
の
た
め
業
務
の
遂

行
が
著
し
く
困
難
な
も
の

施
設
が
不
備
の
た
め
業
務
の
遂
行
が

困
難
な
も
の

施
設
が
不
備
の
た
め
業
務
の
遂
行
に

支
障
を
来
し
て
い
る
も
の

施
設
が
不
備
の
た
め
業
務
上
好
ま
し
く

な
い
も
の
又
は
来
庁
者
の
利
用
上
著

し
く
支
障
が
あ
る
も
の

敷
地
等
の
関
係
で
増
築
が
不
可
能

な
場
合
に
の
み
，
新
営
の
主
理
由

と
し
て
取
り
上
げ
る
。

6

衛
生
条
件
の
不
良

採
光
，
換
気
不
良

法
令
に
よ
る
基
準
よ
り
は
る
か
に
低
い

も
の

法
令
に
よ
る
基
準
よ
り
相
当
低
い
も
の

法
令
に
よ
る
基
準
以
下
で
あ
る
も
の

新
設
新
営
の
主
理
由
と
し
て
取
り

上
げ
な
い
。

法
令
等

法
令
等
に
基
づ
く
整
備

法
令
，
閣
議
決
定
等
に
基
づ
き

整
備
が
必
要
な
も
の

国
の
行
政
機
関
等
の
移
転
及
び
機

構
統
廃
合
等
に
適
用
す
る
。
た
だ

し
，
機
構
統
廃
合
に
よ
る
場
合
は
主

理
由
と
し
て
取
り
上
げ
な
い
。

1
0
6

加
算
点
（
法
務
総
合
庁
舎
計
画
等
）

合
計

　　３　事業計画の必要性

評
点 1
0
0

　
　
評
　
点

主
要
素

従
要
素
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事業計画の合理性に関する評価指標

評点 評価

下記のいずれかに当てはまる。

・同等の性能を確保できる他の案との経済比較を行った際に，事業案の方が経済的であ
ると評価される場合。

・同等の性能を確保できる他の案との経済比較を行った際に，リスク等の総合判断によ
り事業案の方が合理的であると評価される場合。

・他の案では，事業案と同等の性能を確保できないと評価される場合。

０点 上記のいずれにも当てはまらない。

１００点

　　４　事業計画の合理性
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事
業
計
画
の
効
果
（
B
1
)に
関
す
る
評
価
指
標

分
　
類

1
.1

1
0
.9

0
.8

0
.7

0
.5

位
　
置

用
地
取
得
の
見
込

取
得
済
み
，
現
地
建
替

国
有
地
の
所
管
替
予
定
，
公
有
地
等

の
借
用
予
定
，
建
設
ま
で
に
用
地
取

得
の
計
画
あ
り
，
又
は
民
有
地
を
長

期
間
借
用
可
能
な
も
の

建
設
ま
で
の
用
地
取
得
計
画
が
不

明
確

敷
地
未
定

災
害
防
止
・
環
境
保
全

自
然
条
件
が
災
害
防
止
・
環
境
保

全
上
良
好

自
然
条
件
の
不
備
を
技
術
的
に
解

消
で
き
る

自
然
条
件
に
災
害
防
止
・
環
境
保
全

上
や
や
支
障
が
あ
る

自
然
条
件
に
災
害
防
止
，
環
境
保
全

上
著
し
い
支
障
が
あ
る

ア
ク
セ
ス
の
確
保

周
辺
に
道
路
・
鉄
道
等
が
整
備
済

整
備
の
見
込
あ
り

整
備
の
見
込
な
し

都
市
計
画
・
土
地
利
用
計
画
等
と
の
整
合
性

都
市
計
画
・
土
地
利
用
計
画
シ
ビ
ッ

ク
コ
ア
地
区
整
備
計
画
等
に
積
極
的

に
貢
献

都
市
計
画
等
と
整
合

条
件
整
備
に
よ
り
都
市
計
画
等
と
の

整
合
が
可
能

都
市
計
画
等
と
整
合
し
な
い

敷
地
形
状

敷
地
が
有
効
に
利
用
で
き
る
形
状

で
あ
り
，
安
全
・
円
滑
に
出
入
り
で
き

る
構
造
の
道
路
等
に
接
し
て
い
る

敷
地
が
有
効
に
利
用
で
き
る
形
状
で

は
な
い

安
全
・
円
滑
に
出
入
り
で
き
る
構
造

の
道
路
等
に
接
し
て
い
な
い

規
　
模

建
築
物
の
規
模

業
務
内
容
等
に
応
じ
，
適
切
な
規
模

が
設
定
さ
れ
，
敷
地
の
高
度
利
用
に

つ
い
て
配
慮
し
て
い
る

業
務
内
容
等
に
応
じ
，
適
切
な
規
模

が
設
定
さ
れ
て
い
る

規
模
と
業
務
内
容
等
と
の
関
連
が
不

明
確

規
模
未
定

敷
地
の
規
模

駐
車
場
，
緑
地
等
に
必
要
な
面
積
が

確
保
さ
れ
て
い
る

建
築
物
の
規
模
に
応
じ
適
切
な
規

模
と
な
っ
て
い
る

駐
車
場
等
の
確
保
に
支
障
が
あ
る

構
　
造

単
独
庁
舎
，

単
独
庁
舎
の
場
合

単
独
庁
舎
と
し
て
の
整
備
が
適
当

総
合
庁
舎
又
は
合
同
庁
舎
計
画
と

の
調
整
が
必
要

総
合
庁
舎
又
は
合
同
庁
舎
計
画
と
し

て
の
整
備
が
必
要

総
合
庁
舎

と
し
て
の

総
合
庁
舎
の
場
合

総
合
庁
舎
と
し
て
の
整
備
条
件
が

整
っ
て
い
る

総
合
庁
舎
と
し
て
の
整
備
条
件
が

整
っ
て
い
な
い

整
備
条
件

機
能
性
等

適
切
な
構
造
，
機
能
と
し
て
計
画
さ

れ
て
い
る

標
準
的
な
構
造
と
し
て
計
画
さ
れ
て

い
る
。
又
は
，
特
殊
な
施
設
で
必
要

な
機
能
等
が
満
足
さ
れ
る
計
画
で
あ

る

適
切
な
構
造
，
機
能
と
し
て
計
画
さ

れ
て
い
な
い

標
準
的
な
構
造
が
確
保
で
き
な
い
お

そ
れ
が
あ
る
。
又
は
，
特
殊
な
施
設

で
必
要
な
機
能
等
が
満
足
さ
れ
な
い

お
そ
れ
が
あ
る

評
点
（
各
係
数
の
積
×
1
0
0
倍
）

1
3
31
.1

1
.0

1
.0

1
.0

項
　
目

　
　
係
　
数

評
点

1
.1

　　５　事業計画の効果（Ｂ１）

1
.0

1
.0

1
.0

1
.1
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事業計画の効果（Ｂ２）に関する評価指標

分類 評価項目 評価 取組状況

Ａ 特に充実した取組が計画されている

Ｂ 充実した取組が計画されている

Ｃ 一般的な取組が計画されている

Ａ 特に充実した取組が計画されている

Ｂ 充実した取組が計画されている

Ｃ 一般的な取組が計画されている

Ａ 特に充実した取組が計画されている

Ｂ 充実した取組が計画されている

Ｃ 一般的な取組が計画されている

Ａ 特に充実した取組が計画されている

Ｂ 充実した取組が計画されている

Ｃ 一般的な取組が計画されている

Ａ 特に充実した取組が計画されている

Ｂ 充実した取組が計画されている

Ｃ 一般的な取組が計画されている

Ａ 特に充実した取組が計画されている

Ｂ 充実した取組が計画されている

Ｃ 一般的な取組が計画されている

Ａ 特に充実した取組が計画されている

Ｂ 充実した取組が計画されている

Ｃ 一般的な取組が計画されている

　　６　事業計画の効果（Ｂ２）

社会性

地域性

人権

環境保全性 環境保全性

経済性 耐用・保全性

機能性

ユニバーサルデザイン
（建物内）

防災性

保安性
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事
業
計
画
の
効
果
（
Ｂ
２
）
に
関
す
る
評
価
指
標
（
岡
崎
医
療
刑
務
所
）

分
類

評
価
項
目

取
組
内
容

実
例
な
ど

・
地
方
公
共
団
体
，
地
域
の
協
議
会
，
商
店
街
等
と
の
連
携

Ａ
：
３
つ
以
上
該
当

・
既
存
建
造
物
（
歴
史
的
建
築
物
）
の
有
効
利
用

Ｂ
：
２
つ
以
上
該
当

・
跡
地
の
有
効
活
用

Ｃ
：
１
つ
以
下

・
地
域
性
の
あ
る
材
料
の
採
用

・
地
域
住
民
と
の
連
携

・
オ
ー
プ
ン
ス
ペ
ー
ス
の
設
置

・
景
観
性

・
地
域
住
民
の
人
権
に
配
慮
し
た
建
物
計
画

内
部
か
ら
の
視
線
制
御

Ａ
：
２
つ
以
上
該
当

・
被
疑
者
，
被
収
容
者
，
保
護
観
察
対
象
者
等
の
人
権
に
配
慮
し
た
建
物
計
画

来
庁
者
と
の
動
線
分
離
（
護
送
用
車
両
専
用
車
庫
）
，
外
部
か
ら
の
視
線
制
御

Ｂ
：
１
つ
該
当

・
来
庁
者
の
人
権
に
配
慮
し
た
建
物
計
画

Ｃ
：
該
当
な
し

・
特
別
な
省
エ
ネ
機
器
の
導
入

照
明
制
御

Ａ
：
４
つ
以
上
該
当

・
緑
化
の
た
め
の
特
別
な
対
策

Ｂ
：
２
つ
以
上
該
当

・
自
然
エ
ネ
ル
ギ
ー
利
用
の
た
め
の
特
別
な
対
策

太
陽
光
発
電

Ｃ
：
１
つ
以
下

・
水
資
源
の
有
効
活
用
の
た
め
の
特
別
な
対
策

・
断
熱
性
向
上
の
た
め
の
特
別
な
対
策

・
木
材
利
用
促
進

内
装
等
の
木
質
化

・
建
築
物
移
動
等
円
滑
化
誘
導
基
準
を
満
た
し
た
上
で
，
特
に
ユ
ニ
バ
ー
サ
ル
デ
ザ
イ
ン
へ
の
配
慮

を
達
成
し
て
い
る
。

Ａ
評
価

・
建
築
物
移
動
等
円
滑
化
誘
導
基
準
を
満
た
し
て
い
る
。

Ｂ
評
価

・
建
築
物
移
動
等
円
滑
化
基
準
を
満
た
し
て
い
る
。
又
は
建
築
物
移
動
等
円
滑
化
基
準
の
適
用
対

象
外
施
設
で
あ
る
。

Ｃ
評
価

・
火
災
へ
の
特
別
な
対
策

Ａ
：
２
つ
以
上
該
当

・
浸
水
へ
の
特
別
な
対
策

Ｂ
：
１
つ
該
当

・
強
風
へ
の
特
別
な
対
策

Ｃ
：
該
当
な
し

・
落
雷
へ
の
特
別
な
対
策

・
構
造
体
に
係
る
業
務
継
続
の
た
め
の
特
別
な
対
策

・
ラ
イ
フ
ラ
イ
ン
に
係
る
業
務
継
続
の
た
め
の
特
別
な
対
策

・
災
害
時
の
対
策

・
保
管
室
の
防
火
性
能
の
確
保

・
保
安
性
の
確
保

護
送
用
車
両
専
用
車
庫
（
シ
ャ
ッ
タ
ー
付
）
，
生
体
認
証
装
置

Ａ
：
２
つ
以
上
該
当

・
被
疑
者
，
被
収
容
者
，
保
護
観
察
対
象
者
の
監
視
を
容
易
に
す
る
工
夫

監
視
カ
メ
ラ
，
死
角
を
軽
減
さ
せ
る
平
面
・
構
造

Ｂ
：
１
つ
該
当

・
保
管
室
の
防
犯
性
能
の
確
保

鍵
の
二
重
化
，
生
体
認
証
装
置
，
鉄
格
子

Ｃ
：
該
当
な
し

・
将
来
の
模
様
替
え
に
配
慮
し
た
階
高
の
確
保

Ａ
：
２
つ
以
上
該
当

・
将
来
の
機
器
更
新
に
配
慮
し
た
設
備
ス
ペ
ー
ス
の
確
保

Ｂ
：
１
つ
該
当

・
可
動
間
仕
切
の
活
用

可
動
間
仕
切

Ｃ
：
該
当
な
し

・
清
掃
を
容
易
に
す
る
た
め
の
取
組

・
メ
ン
テ
ナ
ン
ス
を
容
易
に
す
る
工
夫

・
増
築
可
能
な
建
物
配
置

BＡB

人
権

経
済
性

耐
用
・
保
全
性

社
会
性

環
境
保
全
性

地
域
性

ユ
ニ
バ
ー
サ
ル
デ
ザ
イ
ン

環
境
保
全
性

保
安
性

Ｃ CＡ

防
災
性

機
能
性

評
価

Ｃ
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令和２年度事前評価実施結果報告書

１．施策名等

施設の整備（岡崎拘置支所新営工事）施 策 名

法務行政全般の円滑かつ効率的な運営政 策 体 系 上

（Ⅶ－15－（2 ）の 位 置 付 け ）

司法制度改革の推進や治安情勢の変化に伴って生じる新たな行政需要等施 策 の 概 要

を踏まえ，十分な行政機能を果たすことができるよう，執務室等の面積

が不足している施設や，長期間の使用により老朽化した施設等について

所要の整備，防災・減災対策を行う。

令和２年９月 大臣官房施設課政策評価実施時期 担当部局名

事業評価方式評 価 方 式

２．事業等の内容

（１）課題・ニーズ

既存施設は，昭和37年に建築された建物であり，経年による建物や設備の老朽化が著

しいことに加え，所要の耐震強度が不足している。また，業務の質の変化や量の増加に

対応した必要な諸室を整備するには面積が不足している。これらの機能不備等により，

行政事務の円滑な遂行に支障を来している。

（２）目的・目標

現在の敷地において，岡崎拘置支所の建て替えを行い，現状施設の耐震強度不足，老

朽，狭あい及び機能不足の解消を図ることを目的とする。

（３）具体的内容

事業場所：愛知県岡崎市明大寺町字道場ヶ入３４－１

事業時期：令和３年度から

延べ面積：3,433平方メートル

入居庁 ：岡崎拘置支所

３．評価手法等

「法務省大臣官房施設課における事業評価システム」のとおりである。

４．評価の内容

（１）事業計画の必要性に関する評点が100点以上であること（別添資料３ページ 。）

事業計画の必要性：113点

・経年による建物の老朽が進んでいる上，既存施設は面積が不十分なほか，耐震基準

を満たしていない。

（２）事業計画の合理性に関する評点が100点以上であること（別添資料４ページ 。）

事業計画の合理性：100点

・既存施設は，必要となる面積が不十分であることはもとより，耐震性能が不足して

いる状態にあることから，耐震改修及び大規模な増築が必要となるところ，敷地内に

増築可能なスペースがないため，同等の性能が確保できる他の案 は実現不可能であ
*1

る。

（３）基本機能（Ｂ１）及び付加機能（Ｂ２）が適切に反映されているものを効果のある事

業計画とする。

ア 基本機能（Ｂ１） （別添資料５ページ ： 点
*2

） 133
・現予定地での新営整備は，周辺に道路及び鉄道等が整備され良好なアクセスが確保

されており好条件である。
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イ 付加機能（Ｂ２）の評価 （別添資料６ページ）において，特に充実した取組（Ａ*3

評価 ）及び充実した取組（Ｂ評価 ）が計画されており，付加機能が適切に反映され*4 *5

ていると評価できる。

（ア）Ａ評価の内訳（２項目）

①人権（地域住民の人権に配慮した建物計画，被収容者等の人権に配慮した建物

計画）及び②保安性（保安性の確保，被収容者等の監視を容易にする工夫，保管室

の防犯性能の確保）に対して特に充実した取組が計画されている。

（イ）Ｂ評価の内訳（２項目）

①環境保全性（特別な省エネ機器の導入，自然エネルギー利用のための特別な対

策，木材利用促進）及び②耐用・保全性（可動間仕切の活用）に対して充実した取

組が計画されている。

（ウ）Ｃ評価の内訳（３項目）

①地域性，②ユニバーサルデザイン及び③防災性に対して一般的な取組が計画さ

れている。

以上（１ （２）及び（３）より，新規採択事業としての要件を満たしていると評価），

できる。

また，以下の整備を行うこと等により，感染症対策としての効果も期待できる。

・ 老朽化の解消に伴う衛生環境の改善

・ 面積不足の解消による必要十分なスペースの確保

・ 必要な設備（例：空調・換気設備，自動水栓等）の設置

さらに，以下の整備を計画しており，熱中症対策としての効果も期待できる。

・ 収容居室を含む居室エリア等へ冷房を含む空気調和設備を設置

５．学識経験を有する者の知見の活用

（１）実施時期

令和２年８月19日～９月８日

（２）実施方法

持ち回り審議

（３）意見及び反映内容の概要

別添「令和２年度法務省事前評価実施結果報告書（案）に対する質問・意見」番号13

～14のとおり

ア 〔意見〕

整備そのものについては特に問題ないと考える。ただし，コロナ対応についての

記載がないため，対応できているかが不明である。 コロナを見越して，コロナwith
対応に関する記載が必要ではないか。

〔反映内容〕

「４．評価の内容」に，新型コロナウイルス等の感染症対策について記載した。

， ，なお 飛沫感染防止パネル等の感染症防止対策は備品として整備するものであり

施設の整備（新営工事）として実施するものではないため，予算上，本事業に含

むことができない。

イ 〔意見〕

熱中症への対策はどのように行っているのか。

〔反映内容〕

「４．評価の内容」に，熱中症対策について記載した。

６．施策に関係する内閣の重要政策（施政方針演説等のうち主なもの）

なし
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「他の案」*1
現在地での耐震改修及び増築を想定したもの

「基本機能（Ｂ１ 」*2 ）

基本性能（Ｂ１）が基準レベル（ 点）以上のものを効果のある事業計画とする。100
「付加機能の評価」*3
事業評価の効果（Ｂ２）に関する評価指標は 「国家機関の建築物及びその附帯施設の位置，規模及び，

構造に関する基準（平成６年 月 日付け建設省告示第 号 」を満たしているものを「一般的な12 25 2379 ）

取組が計画されている （Ｃ評価）とし，これに付加して更なる取組を行っているものについて評価する」

ものである。なお，官庁施設の計画では，同基準に定める社会性，環境保全性，機能性及び経済性につ

いての基準を満たすことが必要とされている。

「Ａ評価」*4
Ｂ評価に加えた取組が計画されていると評価される場合

「Ｂ評価」*5
Ｃ評価に加えた取組が計画されていると評価される場合

７．政策評価を行う過程において使用した資料その他の情報

なし

８．備考
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岡崎拘置支所新営工事

事　業　評　価　資　料
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行政施設，交通施設，現在地，

計画地

1 岡崎拘置支所

１　計画地周辺状況

凡例　主要施設

官署No.
［鉄道］

官署名称
アプローチ

ＪＲ岡崎駅より徒歩約20分

N

○○

国土地理院標準地図

岡崎拘置支所
（計画予定地）

名古屋地方検察庁岡崎支部

ＪＲ岡崎駅

名古屋地方裁判所岡崎支部

300m 600m
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○ 岡崎拘置支所

目的

○景観への配慮

　・周囲の景観に調和した施設計画

○安全性の確保

　・外部からの視線の制御

　・保安管理体制の確保（逃走防止等への配慮）

　・外部からの侵害行為に対する配慮

の充実 　・面会室，待合室の充実

円滑な業務の遂行 ○調室，面接調査室等の機能改善

　・調室，面接調査室等の充実

被収容者の ○居室（単独室，共同室）の機能改善

処遇，生活環境の 　・居室（単独室，共同室）の採光，通風等良好な環境の確保

改善

職員の執務環境の ○機能改善

向上 　・執務スペースの充実

　・ＩＴ化への対応

環境負荷の小さな ○周辺環境の配慮

施設づくり 　・地域風土を考慮した計画

○ライフサイクルコストの低減，省エネ，省資源

　・負荷の抑制

　・自然エネルギーの利用

　・エネルギー資源の有効利用

○環境負荷の少ない材料の選択

　・自然材料の利用

　・リサイクル材料の利用

フレキシビリティ ○施設のフレキシビリティの向上

の向上 　・構造体の長寿命化

　（耐久性のある材料及び工法の採用）

矯
正
業
務
の
維
持
・
向
上

地域との調和

来訪者対応機能 ○面会待合室，面会室等の機能改善

（ライフサイクルコスト：施設の建設，維持管理，改修及び取壊しに必要な総費用）

２　整備方針

方針
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事
業
計
画
の
必
要
性
に
関
す
る
評
価
指
標

●
建
替
等
の
場
合

計
画
理
由

内
　
容

備
　
　
　
考

１
０
０

９
０

８
０

７
０

６
０

５
０

４
０

木
造

保
安
度
2
,5
0
0
以
下

3
,0
0
0
以
下

3
,5
0
0
以
下

4
,0
0
0
以
下

4
,5
0
0
以
下

5
,0
0
0
以
下

6
,0
0
0
以
下

老
朽

非
木
造

現
存
率
5
0
％
以
下
又
は
経
年
，

被
災
等
に
よ
り
構
造
耐
力
が
著

し
く
低
下
し
，
非
常
に
危
険
な
状

態
に
あ
る
も
の

６
０
％
以
下
　
同

左
７
０
％
以
下
　
　
　
　
　
　
同
左

８
０
％
以
下
　
同

左

災
害
危
険
地
域
又
は
気
象
条
件
の

極
め
て
過
酷
な
場
所
に
あ
る
場

合
，
1
0
点
加
算
す
る
。

狭
あ
い

（
面
積
不
足
）

庁
舎
面
積

面
積
率
０
．
５
以
下

０
．
５
５
以
下

０
．
６
０
以
下

０
．
６
５
以
下

０
．
７
０
以
下

０
．
７
５
以
下

０
．
８
０
以
下

敷
地
等
の
関
係
で
増
築
が
不
可
能

な
場
合
に
の
み
，
新
営
の
主
理
由

と
し
て
取
り
上
げ
る
。

7

立
退
要
求
が
あ
る
場
合

借
用
期
限
が
切

れ
即
刻
立
退
が

必
要
な
も
の

期
限
付
き
立
退

要
求
の
も
の

な
る
べ
く
速
や
か

に
返
還
す
べ
き
も

の

借
用
返
還

返
還
す
べ
き
場
合
，
関
係
団

体
よ
り
借
り
上
げ
の
場
合
又

は
借
料
が
高
額
の
場
合

緊
急
に
返
還
す
べ
き
も
の

な
る
べ
く
速
や
か

に
返
還
す
べ
き
も

の

分
散

事
務
能
率
低
下
，
連
絡
困
難

２
ヶ
所
以
上
に
分
散
，
相
互
距
離
が
１

km
以
上
で
（
同
一
敷
地
外
）
，
業
務
上

著
し
く
支
障
が
あ
る
も
の

２
ヶ
所
以
上
に
分
散
，
相
互
距
離
が

3
0
0
m
以
上
で
（
同
一
敷
地
外
）
，
業
務

上
非
常
に
支
障
が
あ
る
も
の

同
一
敷
地
内
に
分
散
，
業
務
上
支
障

が
あ
る
も
の

相
互
距
離
は
，
通
常
利
用
す
る
道

路
の
延
長
と
す
る
。

街
路
，
公
園
及
び
区
画
整
理

等
都
市
計
画
事
業
施
行
地

周
囲
が
区
画
整
理
等
施
行
済
み

で
当
該
施
行
分
だ
け
が
残
っ
て

い
る
も
の

区
画
整
理
等
施

行
中
で
早
く
立
退

か
な
い
と
妨
害
と

な
る
も
の

区
画
整
理
等
が

事
業
決
定
済
で

あ
る
も
の
（
年
度

別
決
定
済
）

区
画
整
理
等
が
計
画
決
定
済
で
あ
る

も
の

シ
ビ
ッ
ク
コ
ア
計
画
に
基
づ
く
も
の

の
う
ち
，
シ
ビ
ッ
ク
コ
ア
内
の
当
該

施
行
分
を
除
く
施
設
、
関
連
都
市
整

備
事
業
等
全
て
が
整
備
済
の
も
の

は
7
点
，
全
て
が
整
備
済
ま
た
は
建

設
中
の
も
の
は
4
点
を
加
算
す
る
。

都
市
計
画
の
関
係

地
域
性
上
の
不
適

都
市
計
画
的
に
み
て
，
地
域
性
上
著

し
い
障
害
の
あ
る
も
の
又
は
防
火
地

区
若
し
く
は
準
防
火
地
区
に
あ
る
木
造

建
築
で
防
火
度
5
0
点
以
下
の
も
の

６
０
点
以
下

都
市
計
画
的
に
み
て
，
地
域
性
上
障

害
の
あ
る
も
の
，
又
は
防
火
地
区
若
し

く
は
準
防
火
地
区
に
あ
る
木
造
建
物
で

防
火
度
7
0
点
以
下
の
も
の

８
０
点
以
下

都
市
計
画
的
に
み
て
，
地
域
性
上
好

ま
し
く
な
い
も
の
又
は
防
火
地
区
若
し
く

は
準
防
火
地
区
に
あ
る
木
造
建
物
で

防
火
度
1
0
0
点
未
満
の
も
の

立
地
条
件
の
不
良

位
置
の
不
適

位
置
が
不
適
当
で
業
務
上
非
常
な
支

障
を
来
し
て
い
る
も
の
又
は
公
衆
に
非

常
に
不
便
を
及
ぼ
し
て
い
る
も
の

位
置
が
不
適
当
で
業
務
上
支
障
を
来

し
て
い
る
も
の
又
は
公
衆
に
不
便
を
及

ぼ
し
て
い
る
も
の

位
置
が
不
適
当
で
業
務
上
又
は
環
境

上
好
ま
し
く
な
い
も
の

地
盤
の
不
良

地
盤
沈
下
，
低
湿
地
又
は
排
水

不
良
等
で
維
持
管
理
が
不
可
能

に
近
い
も
の

地
盤
沈
下
，
低
湿
地
又
は
排
水
不
良

等
で
維
持
管
理
が
著
し
く
困
難
な
も
の

地
盤
沈
下
，
低
湿
地
又
は
排
水
不
良

等
で
維
持
管
理
が
困
難
な
も
の

地
盤
沈
下
，
低
湿
地
又
は
排
水
不
良

等
で
維
持
管
理
上
好
ま
し
く
な
い
も
の

施
設
の
不
備

必
要
施
設
の
不
備

施
設
が
不
備
の
た
め
業
務
の
遂

行
が
著
し
く
困
難
な
も
の

施
設
が
不
備
の
た
め
業
務
の
遂
行
が

困
難
な
も
の

施
設
が
不
備
の
た
め
業
務
の
遂
行
に

支
障
を
来
し
て
い
る
も
の

施
設
が
不
備
の
た
め
業
務
上
好
ま
し
く

な
い
も
の
又
は
来
庁
者
の
利
用
上
著

し
く
支
障
が
あ
る
も
の

敷
地
等
の
関
係
で
増
築
が
不
可
能

な
場
合
に
の
み
，
新
営
の
主
理
由

と
し
て
取
り
上
げ
る
。

6

衛
生
条
件
の
不
良

採
光
，
換
気
不
良

法
令
に
よ
る
基
準
よ
り
は
る
か
に
低
い

も
の

法
令
に
よ
る
基
準
よ
り
相
当
低
い
も
の

法
令
に
よ
る
基
準
以
下
で
あ
る
も
の

新
設
新
営
の
主
理
由
と
し
て
取
り

上
げ
な
い
。

法
令
等

法
令
等
に
基
づ
く
整
備

法
令
，
閣
議
決
定
等
に
基
づ
き

整
備
が
必
要
な
も
の

国
の
行
政
機
関
等
の
移
転
及
び
機

構
統
廃
合
等
に
適
用
す
る
。
た
だ

し
，
機
構
統
廃
合
に
よ
る
場
合
は
主

理
由
と
し
て
取
り
上
げ
な
い
。

1
1
3

加
算
点
（
法
務
総
合
庁
舎
計
画
等
）

合
計

　　３　事業計画の必要性

評
点 1
0
0

　
　
評
　
点

主
要
素

従
要
素
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事業計画の合理性に関する評価指標

評点 評価

下記のいずれかに当てはまる。

・同等の性能を確保できる他の案との経済比較を行った際に，事業案の方が経済的であ
ると評価される場合。

・同等の性能を確保できる他の案との経済比較を行った際に，リスク等の総合判断によ
り事業案の方が合理的であると評価される場合。

・他の案では，事業案と同等の性能を確保できないと評価される場合。

０点 上記のいずれにも当てはまらない。

１００点

　　４　事業計画の合理性
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事
業
計
画
の
効
果
（
B
1
)に
関
す
る
評
価
指
標

分
　
類

1
.1

1
0
.9

0
.8

0
.7

0
.5

位
　
置

用
地
取
得
の
見
込

取
得
済
み
，
現
地
建
替

国
有
地
の
所
管
替
予
定
，
公
有
地
等

の
借
用
予
定
，
建
設
ま
で
に
用
地
取

得
の
計
画
あ
り
，
又
は
民
有
地
を
長

期
間
借
用
可
能
な
も
の

建
設
ま
で
の
用
地
取
得
計
画
が
不

明
確

敷
地
未
定

災
害
防
止
・
環
境
保
全

自
然
条
件
が
災
害
防
止
・
環
境
保

全
上
良
好

自
然
条
件
の
不
備
を
技
術
的
に
解

消
で
き
る

自
然
条
件
に
災
害
防
止
・
環
境
保
全

上
や
や
支
障
が
あ
る

自
然
条
件
に
災
害
防
止
，
環
境
保
全

上
著
し
い
支
障
が
あ
る

ア
ク
セ
ス
の
確
保

周
辺
に
道
路
・
鉄
道
等
が
整
備
済

整
備
の
見
込
あ
り

整
備
の
見
込
な
し

都
市
計
画
・
土
地
利
用
計
画
等
と
の
整
合
性

都
市
計
画
・
土
地
利
用
計
画
シ
ビ
ッ

ク
コ
ア
地
区
整
備
計
画
等
に
積
極
的

に
貢
献

都
市
計
画
等
と
整
合

条
件
整
備
に
よ
り
都
市
計
画
等
と
の

整
合
が
可
能

都
市
計
画
等
と
整
合
し
な
い

敷
地
形
状

敷
地
が
有
効
に
利
用
で
き
る
形
状

で
あ
り
，
安
全
・
円
滑
に
出
入
り
で
き

る
構
造
の
道
路
等
に
接
し
て
い
る

敷
地
が
有
効
に
利
用
で
き
る
形
状
で

は
な
い

安
全
・
円
滑
に
出
入
り
で
き
る
構
造

の
道
路
等
に
接
し
て
い
な
い

規
　
模

建
築
物
の
規
模

業
務
内
容
等
に
応
じ
，
適
切
な
規
模

が
設
定
さ
れ
，
敷
地
の
高
度
利
用
に

つ
い
て
配
慮
し
て
い
る

業
務
内
容
等
に
応
じ
，
適
切
な
規
模

が
設
定
さ
れ
て
い
る

規
模
と
業
務
内
容
等
と
の
関
連
が
不

明
確

規
模
未
定

敷
地
の
規
模

駐
車
場
，
緑
地
等
に
必
要
な
面
積
が

確
保
さ
れ
て
い
る

建
築
物
の
規
模
に
応
じ
適
切
な
規

模
と
な
っ
て
い
る

駐
車
場
等
の
確
保
に
支
障
が
あ
る

構
　
造

単
独
庁
舎
，

単
独
庁
舎
の
場
合

単
独
庁
舎
と
し
て
の
整
備
が
適
当

総
合
庁
舎
又
は
合
同
庁
舎
計
画
と

の
調
整
が
必
要

総
合
庁
舎
又
は
合
同
庁
舎
計
画
と
し

て
の
整
備
が
必
要

総
合
庁
舎

と
し
て
の

総
合
庁
舎
の
場
合

総
合
庁
舎
と
し
て
の
整
備
条
件
が

整
っ
て
い
る

総
合
庁
舎
と
し
て
の
整
備
条
件
が

整
っ
て
い
な
い

整
備
条
件

機
能
性
等

適
切
な
構
造
，
機
能
と
し
て
計
画
さ

れ
て
い
る

標
準
的
な
構
造
と
し
て
計
画
さ
れ
て

い
る
。
又
は
，
特
殊
な
施
設
で
必
要

な
機
能
等
が
満
足
さ
れ
る
計
画
で
あ

る

適
切
な
構
造
，
機
能
と
し
て
計
画
さ

れ
て
い
な
い

標
準
的
な
構
造
が
確
保
で
き
な
い
お

そ
れ
が
あ
る
。
又
は
，
特
殊
な
施
設

で
必
要
な
機
能
等
が
満
足
さ
れ
な
い

お
そ
れ
が
あ
る

評
点
（
各
係
数
の
積
×
1
0
0
倍
）

1
3
3

項
　
目

　
　
係
　
数

評
点

1
.1

　　５　事業計画の効果（Ｂ１）

1
.0

1
.0

1
.0

1
.1

1
.1

1
.0

1
.0

1
.0
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事業計画の効果（Ｂ２）に関する評価指標

分類 評価項目 評価 取組状況

Ａ 特に充実した取組が計画されている

Ｂ 充実した取組が計画されている

Ｃ 一般的な取組が計画されている

Ａ 特に充実した取組が計画されている

Ｂ 充実した取組が計画されている

Ｃ 一般的な取組が計画されている

Ａ 特に充実した取組が計画されている

Ｂ 充実した取組が計画されている

Ｃ 一般的な取組が計画されている

Ａ 特に充実した取組が計画されている

Ｂ 充実した取組が計画されている

Ｃ 一般的な取組が計画されている

Ａ 特に充実した取組が計画されている

Ｂ 充実した取組が計画されている

Ｃ 一般的な取組が計画されている

Ａ 特に充実した取組が計画されている

Ｂ 充実した取組が計画されている

Ｃ 一般的な取組が計画されている

Ａ 特に充実した取組が計画されている

Ｂ 充実した取組が計画されている

Ｃ 一般的な取組が計画されている

経済性 耐用・保全性

機能性

ユニバーサルデザイン
（建物内）

防災性

保安性

　　６　事業計画の効果（Ｂ２）

社会性

地域性

人権

環境保全性 環境保全性
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事
業
計
画
の
効
果
（
Ｂ
２
）
に
関
す
る
評
価
指
標
（
岡
崎
拘
置
支
所
）

分
類

評
価
項
目

取
組
内
容

実
例
な
ど

・
地
方
公
共
団
体
，
地
域
の
協
議
会
，
商
店
街
等
と
の
連
携

Ａ
：
３
つ
以
上
該
当

・
既
存
建
造
物
（
歴
史
的
建
築
物
）
の
有
効
利
用

Ｂ
：
２
つ
以
上
該
当

・
跡
地
の
有
効
活
用

Ｃ
：
１
つ
以
下

・
地
域
性
の
あ
る
材
料
の
採
用

・
地
域
住
民
と
の
連
携

・
オ
ー
プ
ン
ス
ペ
ー
ス
の
設
置

・
景
観
性

・
地
域
住
民
の
人
権
に
配
慮
し
た
建
物
計
画

内
部
か
ら
の
視
線
制
御

Ａ
：
２
つ
以
上
該
当

・
被
疑
者
，
被
収
容
者
，
保
護
観
察
対
象
者
等
の
人
権
に
配
慮
し
た
建
物
計
画

来
庁
者
と
の
動
線
分
離
（
護
送
用
車
両
専
用
車
庫
）
，
外
部
か
ら
の
視
線
制
御

Ｂ
：
１
つ
該
当

・
来
庁
者
の
人
権
に
配
慮
し
た
建
物
計
画

Ｃ
：
該
当
な
し

・
特
別
な
省
エ
ネ
機
器
の
導
入

照
明
制
御

Ａ
：
４
つ
以
上
該
当

・
緑
化
の
た
め
の
特
別
な
対
策

Ｂ
：
２
つ
以
上
該
当

・
自
然
エ
ネ
ル
ギ
ー
利
用
の
た
め
の
特
別
な
対
策

太
陽
光
発
電

Ｃ
：
１
つ
以
下

・
水
資
源
の
有
効
活
用
の
た
め
の
特
別
な
対
策

・
断
熱
性
向
上
の
た
め
の
特
別
な
対
策

・
木
材
利
用
促
進

内
装
等
の
木
質
化

・
建
築
物
移
動
等
円
滑
化
誘
導
基
準
を
満
た
し
た
上
で
，
特
に
ユ
ニ
バ
ー
サ
ル
デ
ザ
イ
ン
へ
の
配
慮
を

達
成
し
て
い
る
。

Ａ
評
価

・
建
築
物
移
動
等
円
滑
化
誘
導
基
準
を
満
た
し
て
い
る
。

Ｂ
評
価

・
建
築
物
移
動
等
円
滑
化
基
準
を
満
た
し
て
い
る
。
又
は
建
築
物
移
動
等
円
滑
化
基
準
の
適
用
対

象
外
施
設
で
あ
る
。

Ｃ
評
価

・
火
災
へ
の
特
別
な
対
策

Ａ
：
２
つ
以
上
該
当

・
浸
水
へ
の
特
別
な
対
策

Ｂ
：
１
つ
該
当

・
強
風
へ
の
特
別
な
対
策

Ｃ
：
該
当
な
し

・
落
雷
へ
の
特
別
な
対
策

・
構
造
体
に
係
る
業
務
継
続
の
た
め
の
特
別
な
対
策

・
ラ
イ
フ
ラ
イ
ン
に
係
る
業
務
継
続
の
た
め
の
特
別
な
対
策

・
災
害
時
の
対
策

・
保
管
室
の
防
火
性
能
の
確
保

・
保
安
性
の
確
保

護
送
用
車
両
専
用
車
庫
（
シ
ャ
ッ
タ
ー
付
）
，
生
体
認
証
装
置

Ａ
：
２
つ
以
上
該
当

・
被
疑
者
，
被
収
容
者
，
保
護
観
察
対
象
者
の
監
視
を
容
易
に
す
る
工
夫

監
視
カ
メ
ラ
，
死
角
を
軽
減
さ
せ
る
平
面
・
構
造

Ｂ
：
１
つ
該
当

・
保
管
室
の
防
犯
性
能
の
確
保

鍵
の
二
重
化
，
生
体
認
証
装
置
，
鉄
格
子

Ｃ
：
該
当
な
し

・
将
来
の
模
様
替
え
に
配
慮
し
た
階
高
の
確
保

Ａ
：
２
つ
以
上
該
当

・
将
来
の
機
器
更
新
に
配
慮
し
た
設
備
ス
ペ
ー
ス
の
確
保

Ｂ
：
１
つ
該
当

・
可
動
間
仕
切
の
活
用

可
動
間
仕
切

Ｃ
：
該
当
な
し

・
清
掃
を
容
易
に
す
る
た
め
の
取
組

・
メ
ン
テ
ナ
ン
ス
を
容
易
に
す
る
工
夫

・
増
築
可
能
な
建
物
配
置

Ｃ CＡ

防
災
性

機
能
性

評
価

経
済
性

耐
用
・
保
全
性

社
会
性

環
境
保
全
性

地
域
性

ユ
ニ
バ
ー
サ
ル
デ
ザ
イ
ン

環
境
保
全
性

保
安
性

Ｃ BAB

人
権
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法務省大臣官房施設課に
おける事業評価システム

平成２８年１２月改定

法務省大臣官房施設課
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１ 政策評価とは

評価の枠組み

④第三者の活用

③評価の実施主体

②政策評価の目的

①政策評価とは

政策評価とは，「国の行政機関が主体となり，政策の効果等を測定または分析し，客観的な判断を行うことによ
り，的確な政策の企画立案やその実施に資する情報を提供すること」です。

政策評価は，「企画立案（plan）」，「実施（do）」，「評価（see）」という政策の大きなマネジメントサイクルの中に
組み込まれ，実施されます。

政策評価は，大きく以下の３項目を達成するために実施します。

①国民に対する行政の説明責任（アカウンタビリティ）の徹底。

②国民本位の効率的で質の高い行政の実現。

③国民的視点に立った成果重視への転換。

・各府省は，政策を企画立案し遂行する立場からその政策について自ら評価を実施します。

・総務省は，評価専担組織の立場から各府省の政策について評価を実施します。

・各府省が評価を行うに当たって，必要に応じ学識経験者，民間等の第三者等を活用することとします。

・総務省には，民間有識者により構成される「政策評価審議会」が置かれ，総務省の政策評価の中立性及び公平
性を確保するために，総務省が行う政策評価の計画，実施状況，主要な勧告等の調査審議を行っています。

国

民

各 府 省

政策を企画立案する立場から自らの政策について自ら実施

実 施 企画立案

評 価

政策の大きな
マネジメントサイクル

評価結果を適時的確
に企画立案へ反映

学識経験者等の第三者

公
表

意
見
等

内閣総理大臣

総務省（行政評価局）

・政策評価に関する基本的事項の企画立案，各府省の事務の総活
・評価専担組織の立場から各府省の政策について評価

公
表

意
見
等

政策評価
審議会

勧告・意見 報 告

意見具申

（do） （plan）

（see）

（check）

１
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総務省のガイドラインを踏まえた法務省の政策評価
の枠組みとして定めるもので，法務省の政策の特質
等に応じた適切な政策評価活動が行われるように，
基本とすべき計画を明確にするものです。

２ 法務省における政策評価（ ）法務省政策評価に関する基本計画

②評価の対象

①法務省政策評価に関する基本計画とは

政策評価の対象としての「政策」は，多くの場合，
「政策（狭義）」，「施策」及び「事務事業」という区分に
おいて捉えられ，相互に目的と手段の関係を保ちな
がら，全体として一つの体系を形成します。

③評価の観点

政策評価の実施に当たっては，主として必要性，効
率性又は有効性の観点から行うほか，評価の対象と
する政策の特性に応じ，公平性，優先性その他適切
と認める観点を加味して行います。

④評価の方式及び実施の考え方

政策評価の方式は，事業評価方式，実績評価方式
及び総合評価方式の３方式を用いるものとします。

又，政策評価は，政策の性質等に応じ，対象となる
政策ごとに適切な評価の方式を採用して実施します。

⑤評価結果の政策への反映

政策評価の結果は，政策の企画立案作業等におけ
る重要な情報として適時的確に活用される仕組みを
構築しています。

⑥評価結果等の公表

政策評価に関する情報の公表は，インターネットの
ホームページ（http://www.moj.go.jp）を通じて行うほ

か，必要に応じて，政策評価企画室において随時行
います。

３つの評価方式 評価の主要な観点

政
策
（狭
義
）

「総合評価」
特定の課題を設定した上で，多角的

な視点から総合的に評価し，政策の効
果を明らかにするとともに，問題点の
解決に資する多様な情報を提供するこ
とを主眼として実施するものです。

「実績評価」
行政の幅広い分野を対象として，政

策の達成度合いについての情報を提
供することを主眼として実施するもので
す。

「事業評価」
行政活動の採否，選択等に資する情

報を提供することを主眼として実施す
るものです。

施

策

個
別

事
務
事
業

「必要性」
当該政策の目的が，国民や社会のニーズ又は
より上位の行政目的に照らして妥当かなど

「効率性」
投入される費用等に見合った効果が得られる
見込みがあるかなど

「有効性」
当該政策に基づく活動により，期待される効果
が実際に得られる見込みがあるか

「公平性」
当該政策の目的に照らして，効果の受益や費
用の負担が公平に分配されているか

「優先性」
上記観点からの評価を踏まえ，他の政策より
も優先的に実施すべきかなど

政策の体系（政策評価の対象）

評価結果などの公表

国民へのフィードバック

評価結果の政策への反映

法務省へのフィードバック

２
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３

３ 法務省大臣官房施設課における政策評価（事業評価）

法務省大臣官房施設課事業評価の概要

法務省大臣官房施設課では，法務省政策評価に関する基本計画を受け，政策評価のうち，事業評価を実施することと
します。

○施設の特性に応じた２つの評価手法の構築

大臣官房施設課の所管する施設の特性を考慮し，「官署施設」と「収容施設」の２種類の事業評価を構築しています。
（「官署施設」とは，検察庁，法務局，地方更生保護委員会，入国管理局，公安調査局等のことをいいます。）
（「収容施設」とは，刑務所，拘置所，少年院，鑑別所等のことをいいます。）

○法務省主幹部局の重点施策と連動した評価手法

大臣官房施設課では，施設運営を統括する主幹部局の重点施策等と連動した事業評価を確立しています。

・法務省政策評価に関する基本計画

法 務 省

主 幹 部 局 大 臣 官 房 施 設 課

事業評価（事前・再・事後評価）手法

・民事局の重点施策

・刑事局の重点施策

等

矯正局の重点施策

官

署

施

設

収

容

施

設

現状施設の状況から，
事業計画の必要性を判断(※)

事業計画
の必要性

官
署
施
設
の
事
業
評
価

収
容
施
設
の
事
業
評
価

事業計画
の合理性

事業計画
の効果

事業計画
の必要性

新たな計画内容を評価し，
事業計画の合理性を判断(※)

政策及び重点施策が適切に
反映されていることを確認

現状施設の状況から，
事業計画の必要性を判断(※)

新たな計画内容を評価し，
事業計画の合理性を判断(※)

事業計画
の合理性

政策及び重点施策が適切に
反映されていることを確認

事業計画
の効果

連 動

連 動

（※） 事業計画の実施の可否に関する評価であることから，原則として事後評価では実施しない。
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４ 事業評価システムの流れ

事前・再・事後評価の実施

大臣官房施設課では，以下の時点で事業評価を実施します。

事前評価
・事業費要求時（調査費と同年度に設計費を要求する事案については
翌年度）に実施します。

再評価 ・事業の進捗状況又は社会経済情勢の変化を考慮し，実施します。

施設整備に関する業務の流れと評価の位置づけ

評 価 の 種 類 事 業 の 流 れ

事

業

企

画

事前評価

施設整
備の企
画

整備計
画

事業費要求

予算化

設 計

建 設

完 成

建物の
維持・運営

事後評価
（５年経過後）

施

設

建

設

供
用
開
始

事後評価 ・施設供用開始から５年経過後実施します。

４
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５ 法務省大臣官房施設課における評価体制

目的

大臣官房施設課における政策評価（事業評価）を迅速かつ適正に実施していくことを目的として，以下のような評価
体制を定めています。

国

民

大臣官房施設課の政策評価（事業評価）体制図

政 策 評 価 委 員 会

大臣官房施設課の政策評価に関する意思決定機関

１．政策評価実施対象施設の選定
２．対象施設の政策評価
３．その他政策評価に関すること

審議事項

政策評価懇談会

政策評価幹事会

委員会の審議事項案
の策定機関

政策評価事務局

委員会・幹事会の
庶務事務

審議事項案の検討・策定

施設課担当部門

指 示

報 告

指 示

指

示ホームペー
ジ等による

公表
報

告

報 告

報 告

５

意 見
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６ 事業評価（事前・再・事後評価）システム

（１） 事前評価システム

官署施設及び収容施設の事前評価は，「事業計画の必要性」，「事業計画の合理性」，「事業計画の効果」
の３つの評価指標から評価を実施します。

３つの評価指標の概要

事業計画の必要性

事業計画の合理性

事業計画の効果

「事業計画の必要性に関する評価指標」により，「事業計画の必
要性に関する評点」を算出し，事業計画の必要性を判断します。

「事業計画の合理性に関する評価指標」により， 「事業計画の
合理性に関する評点」を算出し，事業計画の合理性を判断します。

「事業計画の効果に関する評価指標（B1・B2）」により，政策及
び重点施策が適切に反映されていること（効果）を確認します。

６
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ア 事業計画の必要性

○評価手法

事業計画が，「建替等の場合」か「新規施設の場合」かにより，「事業計画の必要性に関する評価指標」の計
画理由を基に，①～③に示す手順により事業計画の評点を算出します。
①計画理由に該当する内容を抽出します（同一理由で２つ以上評点がある場合は，評点の高い方を採用
する。）。

②計画理由が２以上の場合は，主要素と従要素に区分し，主要素についての評点に従要素それぞれにつ
いての評点の１０％を加えた点数を事業計画の必要性の評点とします。

③法務総合庁舎計画，特々計画又はシビックコア計画（一団地の官公庁施設計画を含む）に基づくものに
は，②で算出した評点にそれぞれ１０点を加算します。

事業計画の必要性に関する評点が基準レベル（１００点）以上のものを必要性のある事業計画とします。

保安度 ： 木造施設の経年による構造，設備等の劣化の度合いや立地条件に関する
指標です。
建設時点を約９０００とします。

現存率 ： 非木造施設の建物全体としての新築時に対する現存価値を表す指標です。
建設時点を１００とします。

面積率 ： 現状施設の延床面積（㎡）／新営施設の延床面積（㎡）

［事業計画の必要性に関する評価指標の用語の説明］

７
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８

収容施設の庁舎とは，施設全体を示し，他用途棟も含む。
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イ 事業計画の合理性

○評価手法

事業計画が，「事業計画の合理性に関する評価指標」のどの場合に該当するかを判断し，評点を算出しま
す。
①事業計画と同等の性能を確保できる代替案（改修・増築・民借）の有無を確認します。
②想定される代替案と事業計画との経済性及びリスク等を比較します。

事業計画の合理性に関する評点が基準レベル（１００点）のものを合理性のある事業計画とします。

評 点 評 価

１００点 下記のいずれかに当てはまる。

・同等の性能を確保できる他の案との経済比較を行った際に，事業案の方が経済
的であると評価される場合。

・同等の性能を確保できる他の案との経済比較を行った際に，リスク等の総合判
断により事業案の方が合理的であると評価される場合。

・他の案では，事業案と同等の性能を確保できないと評価される場合。

０点 上記のいずれにも当てはまらない。

事業計画の合理性に関する評価指標

ウ 事業計画の効果

○評価手法

「業務を行うための基本機能（Ｂ１）」と「政策及び重点施策に基づく付加機能（Ｂ２）」の２つの視点からそれ
ぞれの評価指標により効果の有無を確認します。原則として，基本機能（Ｂ１）は基準レベル（１００点）以上と
します。
①「事業計画の効果（Ｂ１）に関する評価指標」の各項目ごとの該当する係数を全て掛け合せ，１００倍した
数値を事業計画の効果（Ｂ１）の評点とします。

② 「事業計画の効果（Ｂ２）に関する評価指標」により，各分類ごとにその取組状況を評価し，政策及び重点
施策に合致しているか確認します。

基本機能（Ｂ１）及び付加機能（Ｂ２）が適切に反映されているものを効果のある事業計画とします。

９
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１０

収容施設の庁舎とは，施設全体を示し，他用途棟も含む。
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１１
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（２） 再評価システム

事業費要求後５年間未着手等，事業の進捗が望めない場合又は社会経済情勢に特段の変化があり，
再度の評価が必要と考えられる場合に実施します。

官署施設及び収容施設の再評価は，事前評価時に実施した「事業計画の必要性」，「事業計画の合
理性」，「事業計画の効果」の３つについてそれぞれの評価の見直しを実施します。

（３） 事後評価システム

事後評価は，施設の供用開始から，５年経過後に実施します。
なお，事前評価で実施した 「事業計画の必要性」及び「事業計画の合理性」は，事業計画の実施の可否

に関する評価であることから，原則として事後評価では実施しないこととします。

評価指標の概要

事業計画の効果
事前評価で実施した 「事業計画の効果に関する評価指標（B1・
B2）」に関する実績やデータを示して，政策及び重点施策が適切
に反映されていること（効果）を確認します。

事業計画の効果

○評価手法

「業務を行うための基本機能（Ｂ１）」と「政策及び重点施策に基づく付加機能（Ｂ２）」について実績を示すとと
もに関連するデータを示して，それぞれの効果の有無を確認します。
①「事業計画の効果（Ｂ１）に関する評価指標」の各項目ごとの該当する係数を全て掛け合せ，１００倍した
数値を事業計画の効果（Ｂ１）の評点とし，評点が１００点以上あることを確認します。

② 「事業計画の効果（Ｂ２）に関する評価指標」により，各分類ごとにその取組状況を評価し，政策及び重点
施策に合致しているか確認します。

それぞれの付加機能が適切に反映されているものを効果のある事業計画とします。

１２
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１３

収容施設の庁舎とは，施設全体を示し，他用途棟も含む。
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１４
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法務省大臣官房施設課
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URL：http://www.moj.go.jp

-71-



No.
施策名（今回審議対象と
なっているもの）

委員 該当箇所 質問・意見

1

社会経済情勢を踏まえた法務
に関する調査研究の計画的
実施と提言（非行少年と成育
環境（子供の貧困）に関する
研究）

朝日委員

Ｐ7「２（３）具体的内容」
「②一般少年のうちの生活困窮層
と非行少年のうちの生活困窮層の
違いを見だし…」について
Ｐ8「４評価の内容」
「本研究の対象は，一定期間にお
いて，少年院に入院した少年並び
に保護観察処分を受け保護観察を
開始した少年及びその保護者とし
ている。」について

非行と成育環境における経済的な状態・就学等との関係の実態的な研究は，事前評価の通り，必要性も意義も
非常に大きなものと考えます。そのうえで，研究手法について，対象が非行を行った少年および保護者となって
いますが，左記②にあるように，非行の少年の家庭のみに観察される特徴か，一般少年の同様の経済状態の
家庭にも観察される状況か，の識別が重要な項目もあると考えられます。一般少年についてのデータの入手に
ついては記述されていないようですが，その入手方法の見込み等について教えていただけますでしょうか。

2

社会経済情勢を踏まえた法務
に関する調査研究の計画的
実施と提言（非行少年と成育
環境（子供の貧困）に関する
研究）

井上委員 全般

大変有意義な研究だと思われる。
研究成果をしっかりと次の施策に生かし，PDCAサイクルを回していただきたい。

3

社会経済情勢を踏まえた法務
に関する調査研究の計画的
実施と提言（非行少年と成育
環境（子供の貧困）に関する
研究）

大沼委員 全般

本研究の目的は，家庭の生活程度（富裕，普通，貧困）を中心に，非行名，居住状況，保護者，職業，被虐待経
験，教育程度などを統計的に分析し，有効な処遇・支援を検討するための基礎資料を提供するとある。しかし，
➀少年院入所者のうち，保護者が一人親である比率が５１．３％であり，一人親家庭の平均所得は他の世帯を
大きく下回っていることが明らかである以上，この切り口から予想される結論は，調査するまでもなくあらかたの
予想がつくのではあるまいか。②一人親といっても，母子家庭と父子家庭とでは子の対する接し方，関わり方に
大きな差がある。また，一人親といっても実際には祖父母が監護している場合があり，これらを同列にはみれな
い。これらを調査項目に加え，検討が必要ではなかろうか。③子供の貧困と非行という視点は財産犯には有効
であるが，その他の犯罪との関係は，子供の貧困という切り口では分析しきれないのではないか。

4

社会経済情勢を踏まえた法務
に関する調査研究の計画的
実施と提言（非行少年と成育
環境（子供の貧困）に関する
研究）

篠塚委員
Ｐ5
「１施策名等」
「計画的実施」について

このテーマに関する調査研究が必要なことは理解できます。
ただし，テーマを複数選定することはできないのでしょうか。
計画的実施とありますが，将来に向けてどのようなテーマが候補として計画されているのでしょうか。
社会経済情勢を踏まえた法務に関する研究が必要なテーマは多数あると思われます。例えば，国際化に伴う入
国管理及び難民認定に関する国際比較，ダイバーシティの問題から司法試験における男女比の背景に関する
実証的な研究，検察官の倫理が問われる事件の発生に伴い検察官の倫理規範に関する国際比較などが考え
られます。
また，これまでの政策評価は，今回のテーマ選定にどのように反映されているのでしょうか。

5

社会経済情勢を踏まえた法務
に関する調査研究の計画的
実施と提言（非行少年と成育
環境（子供の貧困）に関する
研究）

宮園委員

Ｐ8　「４評価の内容」
（効率性の評価の項目）
「具体的な調査手法や調査項目等
については今後更に検討の余地」
について

6-7ページに掲げられた研究内容の項目に変更の可能性があるということでよろしいのでしょうか。
貧困の連鎖等の観点から，保護者自身の生育環境における経済状況や教育レベル，虐待経験の有無といった
ことを調査することはやはり困難でしょうか。
保護者についてのデータはそもそも少年院等ではあまり持っていないので，無理でしょうか。

令和２年度法務省事前評価実施結果報告書（案）に対する質問・意見

1

Administrator
テキストボックス
別添




No.
施策名（今回審議対象と
なっているもの）

委員 該当箇所 質問・意見

6
施設の整備（尼崎法務総合庁
舎新営工事）

井上委員 全般

整備そのものに対しては特段問題ないと考える。
ただし，コロナ対応についての記載がないので，対応ができているかが不明である。
withコロナ時代を見越して，コロナ対応に関する評価項目追加と工事計画への反映が必要ではなかろうか。

7
施設の整備（尼崎法務総合庁
舎新営工事）

大沼委員
Ｐ30
「事業計画の効果(Ｂ２)に関する評
価指標」について

新たに快適性という分類で，バリアフリー，オープンスペースの設置，駐車場，駐輪場の設置等が考えられる。
左を含め，整備方針の項目と事業計画の効果との対応関係をより明確化し，評価すべきではないか。

8
施設の整備（尼崎法務総合庁
舎新営工事）

篠塚委員 全般

本新営工事が必要なことは理解できます。
ただし，建替等が要望されている法務省の施設は数多くあるように想像しています。
例えば，入国管理法関連の施設は要望がないのでしょうか。
多数の要望の中で，今回は，どのようにして優先順位を決定されたのでしょうか。
これから１０年間の建替の計画はすでにあるのでしょうか。(以下の３，４と共通)
本新営工事において取調べの録音録画のための設備への配慮はどのようになされていますか。
本新営工事の弁護人の証拠関係書類の閲覧謄写への配慮はどのようになされていますか。

9
施設の整備（尼崎法務総合庁
舎新営工事）

宮園委員

Ｐ31
「事業計画の効果(Ｂ２)に関する評
価指標（尼崎法務総合庁舎）」につ
いて

犯罪被害者ための整備が充実するのはとてもよいことだと思いました。31ページの評価表を拝見すると地域性
がCとなっています。一方で防災性はAとなっています。昨今災害による被害の甚大さ等を鑑みると，地域への
貢献も視野に入れた取組があってもよいのでは無いかと思いますが，こうした地域貢献的な視点はないので
しょうか（熊本地震の際，熊本刑務所が入浴施設等を開放したように）。
他の2つの施設についても地域貢献的な視点があってもよいのではないかと思います。

10
施設の整備（岡崎医療刑務所
新営工事）

井上委員 全般

整備そのものに対しては特段問題ないと考える。
ただし，コロナ対応についての記載がないので，対応ができているかが不明である。
withコロナ時代を見越して，コロナ対応に関する評価項目追加と工事計画への反映が必要ではなかろうか。

11
施設の整備（岡崎医療刑務所
新営工事）

大沼委員
Ｐ41
「事業計画の効果(Ｂ２)に関する評
価指標」について

新たに快適性という分類で，バリアフリー，オープンスペースの設置，駐車場，駐輪場の設置等が考えられる。
左を含め，整備方針の項目と事業計画の効果との対応関係をより明確化し，評価すべきではないか。
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No.
施策名（今回審議対象と
なっているもの）

委員 該当箇所 質問・意見

12
施設の整備（岡崎医療刑務所
新営工事）

篠塚委員 全般

本新営工事が必要なことは理解できます。
ただし，建替等が要望されている法務省の施設は数多くあるように想像しています。
例えば，入国管理法関連の施設は要望がないのでしょうか。
多数の要望の中で，今回は，どのようにして優先順位を決定されたのでしょうか。
これから１０年間の建替の計画はすでにあるのでしょうか。
今回は，どのようにして優先順位を決定されたのでしょうか。
これから１０年間の建替の計画はすでにあるのでしょうか。
本新営工事において新型コロナウイルス等の感染症及び熱中症への対策はどのようになされていますか。

13
施設の整備（岡崎拘置支所新
営工事）

井上委員 全般

整備そのものに対しては特段問題ないと考える。
ただし，コロナ対応についての記載がないので，対応ができているかが不明である。
withコロナ時代を見越して，コロナ対応に関する評価項目追加と工事計画への反映が必要ではなかろうか。

14
施設の整備（岡崎拘置支所新
営工事）

篠塚委員 全般

本新営工事が必要なことは理解できます。
ただし，建替等が要望されている法務省の施設は数多くあるように想像しています。例えば，入国管理法関連
の施設は要望がないのでしょうか。
多数の要望の中で，今回は，どのようにして優先順位を決定されたのでしょうか。
これから１０年間の建替の計画はすでにあるのでしょうか。
今回は，どのようにして優先順位を決定されたのでしょうか。
本新営工事において，新型コロナウイルス等の感染症及び熱中症への対策はどのようになされていますか。
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